
観光･創造都市･国際戦略特別委員会
平 成 ２ ５ 年 １ ０ 月 １ 日
文 化 観 光 局 

 

第５回アフリカ開発会議横浜開催の報告について 

 

６月１日（土）から３日（月）、パシフィコ横浜において、「躍動するアフリカと手を携

えて」を基本メッセージとし、第５回アフリカ開発会議が開催されました。「ともに成長

する」、「身近に感じる」、「おもてなしする」を３つの柱とした本市の取組について、本

体会議の概要とともに報告します。 

 

 

１ 第５回アフリカ開発会議 概要 

(1) 日程 

   平成 25 年６月１日（土）～３日（月） 

   

(2) 会場 

   パシフィコ横浜及び周辺施設 

 

(3) 内容 

・ 主要テーマである「強固で持続可能な経済」、「包摂的で強靭な社会」、「平和と

安定」に沿って、今後のアフリカ開発の方向性について議論が行われた。 

・ 最終成果物として、今後のアフリカ開発の方向性を示す「横浜宣言 2013」、今

後５年間のＴＩＣＡＤプロセスの具体的取組を示すロードマップである「横浜

行動計画 2013-2017」が採択された。 

《写真》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体写真 

 

 

 

 

 

 

 

開会式 

 

(4) 会議参加者数 

   約 4,500 名以上   【内訳】 アフリカ 51 か国（39 名の国家元首・首脳級含む） 

    開発パートナー諸国及びアジア諸国 31 か国 

     国際機関及び地域機関 72 機関 

     民間セクターやＮＧＯ等市民社会の代表 
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２ 本市の取組概要 

(1) 横浜開催の意義  

 ア MICE 拠点都市の推進 

・ 安全・円滑な会議開催のための支援 

・ 会議開催を通じた、横浜の国際的知名度向上 

 イ 市内経済への波及効果 

・ 市内事業者にとってメリットとなる会議開催支援 

 ウ 市民の多文化理解、国際貢献 

・ 市民、特に若い世代の多文化理解の促進 

・ 横浜市としての国際貢献の推進 

 

(2) 取組の３つの柱 

開催都市横浜としての取組テーマ

ともに成長する

身近に感じる

おもてなしする

市民がアフリカを一層身近に感じる
よう、広報・イベント・学校教育
などを通じ、市民の関心・理解を
深める機会を創出

【TICAD Ⅴにおける新たな取組】
◎従来のアフリカへの技術協力などの貢献活動
   を一歩進め、ともに成長するパートナーとしての
　 関係を目指す。
　 ○セミナー開催等を通じて新たな ビジネス
　　　機会を提供
　 ○女性の社会進出など、より良い社会について
　　　考える機会の創出

市民力を活用したボランティア
による会議運営の支援など、
市をあげて会議関係者を
おもてなし

【主な取組】
　・　アフリカン･フェア2013への横浜市ブース出展
　・　シンポジウム「女性の活躍と経済成長」
　・　一校一国運動
　・　アフリカ応援キャンペーン

  ・　横浜アフリカ月間
  ・　一駅一国運動
  ・　市営地下鉄「アフリカ号」運行

  ・　市民ボランティアによる案内
  ・　観光・視察プログラム
  ・　横浜PRキット

アフリカ、ともに成長するパートナーへ。

 

 

(3) 主な取組経過 

  ア 誘致から開催決定まで 

23 年 

 9 月 

・市会本会議で市長が誘致を表明 

・市会「第５回アフリカ開発会議（TICAD V）の横浜開催を求める決議」 

10 月 ・第５回アフリカ開発会議の横浜誘致を成功させる横浜市会議員の会設立 

・第５回アフリカ開発会議横浜誘致議員連盟設立 

・内閣官房長官、外務大臣への要望行動（要望主体：国会議連、横浜市、神奈川県）  

11 月 ・第５回アフリカ開発会議横浜誘致推進協議会設立 

12 月 ・外務大臣への要望行動（要望主体：誘致推進協議会、市会議員の会） 

・内閣官房長官への要望行動（要望主体：誘致推進協議会、市会議員の会）  

24 年 

 1 月 
・第５回アフリカ開発会議横浜開催決定 
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イ　平成24年４月から平成25年６月まで ：　本市が主体的に取り組んだもの ：　その他TICAD関連

平成24年度 平成25年度 横浜アフリカ月間（5/3～6/9）

4月 5月  6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 6月

　

3

開催推進
協議会

庁内
推進本部

ＴＩＣＡＤ
公式日程

5月

以降、ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ随時開催 

                                    

                                    

  

                                    

                                              
       

キックオフ・ウィーク 

4/27-6/5  アフリカトラベルスタンプラリー（40駅で実施） 

5/25 設立総会 

7/18 
設立（第１回会議） 

3/27 第２回総会 

6/6 
アフリカビジネス 

セミナー 

一校一国運動（市立小中学校 69校で実施） 

                       

4/1-5/31 
レッドカップforアフリカ 

8/15 栄区イベント 
「くじらがおよぐ森」 

8/20,21 
納涼ガーデンまつり 

アフリカデー 

 
 
・新横浜パフォーマンス（10/20,21） 
・国際フェスタ（10/20,21） 
・ホッチポッチミュージックフェスティバル（10/21） 
・野口英世フェア（10/27,28） 
・横浜ビーコルセアーズ横浜開幕戦（11/23,24） 
・各区区民まつり 
・民間事業者、市民主催イベント等 

≪秋の盛り上げ≫ 

10/31 
セミナー「横浜企業が

見たアフリカの 
いま」 

1/28 - 31 

物流効率化 

【受入】 

1/28-2/11 

動物の飼育繁殖 

【派遣】 

11/8 - 30 

水道技術水道経営 
11/20 

水輸送管理能力強化 
【受入】 

11/2  
講演会「躍進し始めた
アフリカと日本の役割」 

9/24 - 10/24 

動物の飼育繁殖 

【受入】 

8/30 - 9/13 

都市環境管理 
【受入】 

8/23,24 

港運営改善 

【受入】 

4/17 
第３回会議 

12/28 
第２回会議 

 
■キックオフ・ウィーク 
 
・キックオフ・ステージ 
＠開港祭（6/1） 
・アフリカセミナー（6/6） 
・アフリカビジネスセミナー
（6/6）【再掲】 等 
   

≪１年前の盛り上げ
全47イベント 
 
・ ザよこはまパレード （5/3） 

・ アフリカン・フェスタ （5/11-12） 
・ 横浜ｾﾝﾄﾗﾙﾀｳﾝﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ「Y154」 （5/24-26） 
・ 横浜開港祭 （6/8-9） 
・ アフリカクイズラリー 

≪横浜アフリカ月間 5/3～6/9≫ 

9/17 横浜女性 
ネットワーク会議 

11/20,21 
水道技術国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 展
示会でのｾﾐﾅｰ（市内企業対
象）、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（ADC対象） 

10/17 はまっ子どうし 
THE WATER  

TICAD V支援ﾎﾞﾄﾙ発売 

1/31-2/3 
アフリカ写真展 

6月下旬 
JICAビジネス使節団

派遣（南ア他）に 
市内企業参加 

Dance Dance Dance 
 @Yokohama2012 

横浜企業 
紹介資料 

（英文）作成 

5/31 TICAD V 
 ｱﾌﾘｶ・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 

5/30-6/2 
アフリカン・フェア2013 出展 

5/31 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
「女性の活躍と 

経済成長」 

2/26 
ｾﾐﾅｰ「ｱﾌﾘｶ・ﾋﾞｼﾞ
ﾈｽｾﾐﾅｰin横浜」 

と
も
に
成
長
す
る 

身
近
に
感
じ
る 

5/19 
WFPｳｫｰｸ・ｻﾞ・
ﾜｰﾙﾄﾞforｱﾌﾘｶ 

4/25 

ADC共同記者

会見【再掲】 

ｅアンケート① 

ｅアンケート② 

8/22 

協議会ウェブ（日）開設 

8/22 

公式ロゴ発表 
ポスター②（アフリカ月間） 

11/7 

小中学生リーフレット 

横浜アフリカ月間 
リーフレット 

ポスター① 

ちらし 
（キックオフウィーク） 

9/10 

ＰＲリーフレット 

11/8 

協議会ウェブ（英仏）開設 

11/8 

英仏版ＰＲリーフレット 

H24.8/22-H25.5/8     パートナー事業募集 
5/29 

毎日新聞「南部ア
フリカフォーラム」 

市長講演 

10/12 
IMF・世銀総会 
ｱﾌﾘｶ関連ｾﾐﾅｰ 

市長挨拶 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ（電子看板） 

広報よこはま 

特集記事 

1/1 毎日新聞
全国版 

元日特集 2/19～ 横浜駅南北通路広告掲出 

3月下旬～ 市営地下鉄横浜駅広告掲出 

3/6-27 
JICA写真展 

5/3-6/9 市営地下鉄ﾌﾞﾙｰﾗｲﾝ特別電車「アフリカ号」

3/13 
ODAｾﾐﾅｰ 

特別ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
「わたしたちの 
アフリカ会議」 

8/15  ギニア国連常駐代表来浜 

8/17  マラウイ大使市長面会 

8/30  ギニア大統領府事務総長来浜 

お
も
て
な
し
す
る 

5/31-6/4 

ボランティアによる案内等 
ボランティア募集 

2/8-2/28 

7/4 アンゴラ大使 
   市長面会 
 
7/5 エジプトTICAD担当    
  副大臣・大使市長面会 

9/4 コートジボワール 
     国務大臣副市長面会 
 
9/14 南ア大使、タンザニア   
    大使、リベリア大使 
    市長面会 

10/17 世界銀行ディオップ 
     副総裁市長面会 
10/22 南ア公使来浜 
10/23 ECOWAS委員来浜 

11/12  
ベナン大使      
市長面会 

7/25 

ADC 総会 

出席 

ボランティア 

説明会① 
3/22,23 

ボランティア 

説明会② 
5/17,18 

12/6 ｺﾝｺﾞ共和国 
外務・協力省 
事務次官補来浜 

12/13  
ﾒﾃﾞｨｱ関係者（ケニア、タ
ンザニア、ガーナ）来浜 
南部アフリカ国際問題
研究所研究員来浜 

5/31-6/3 
 観光・視察プログラム 

5/31 ｿﾞﾏﾎﾝ大使による 
議場演説及び議長主催昼食会 

4/25 

ADC来浜/ 

技術協力 
（研修員受入・派遣） 

ビジネス機会 
 の提供 

女性の社会進出 

アフリカ応援キャンペーン 

一校一国運動 

9/13 JICA シンポジ
ウム「ともに成長す
るアフリカと日本」 

市長講演 

5/30-6/3  

市警戒本部、市現地警戒本部設置 

10/22 

ADC 総会 

出席 

11/28 

ADC 総会 

出席 

7/15,16 

アフリカ連合総会 

（エチオピア） 

1/27-28 

アフリカ連合総会 

（エチオピア） 

3/16-17 

閣僚級準備会合 

（エチオピア） 

11/15～17 

高級実務者会合 

（ブルキナファソ） 

5/5,6 
閣僚級ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 
会合（マラケシュ） 

第2回野口英世 

ｱﾌﾘｶ賞授賞式・晩餐会 

5/31 

閣僚級事前会合 

（横浜） 

6/1-3  TICAD V 

実線 点線 

4/20 
ﾐﾆｺﾝｻｰﾄ 
ｾﾝﾀｰ南駅 5/18 

ﾐﾆｺﾝｻｰﾄ 
中山駅 

5/25 
ﾐﾆｺﾝｻｰﾄ 
戸塚区 

4/20 
ADCとの 
サッカー 
親善試合 

6/2 
子どもたちによ

るお出迎え 

2/20  
ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ大使      

市長面会 
3/27  

ﾅﾐﾋﾞｱ大統領夫人 
市長面会 

5/13  
ガーナ大使      
市長面会 

5/21  
ﾁｭﾆｼﾞｱ 臨時代理 
大使 副市長面会 

3/30 

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾀｲﾑｽﾞ 市長対談 

5/25 

「はまなび」 市長対談 



ウ　前日・会期中の主な行事
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TICAD V議事 市主催・協力等 TICAD V議事 市主催・協力等 TICAD V議事 市主催・協力等 TICAD V議事 市主催・協力等

TICAD V
ｱﾌﾘｶ･ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
開会式

【写真撮影】
WFP事務局長と市長との面
会

《配偶者ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ》
農業視察

【全体会合６】
テーマ別会合報告・総括

ﾎﾞﾂﾜﾅ共和国通商産業大臣
と市長との面会

【開会式】

【全体会合１】
TICAD20周年と
OAU50周年

【閉会式】
横浜宣言2013・横浜行動計
画2013-2017採択

UNIDO事務局長と市長との
面会･共同声明

閣僚級事前会合
ﾍﾞﾅﾝ共和国ｿﾞﾏﾎﾝ大使によ
る議場演説

【全体会合２】
強固で持続可能な経済

【共同記者会見】

昼
横浜市会議長主催ﾍﾞﾅﾝ共
和国大統領歓迎昼食会

第2回野口英世ｱﾌﾘｶ賞横浜
市長主催昼食会

《配偶者ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ》
安倍総理夫人主催昼食会

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ「女性の活躍と経
済成長」

【全体会合３】
民間との対話

第2回野口英世ｱﾌﾘｶ賞受賞
者歓迎式典

【全体会合４】
平和と安定

《配偶者ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ》
書道ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ

ﾏﾗｳｲ共和国大統領と市長
との面会

《配偶者ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ》
「ｱﾌﾘｶの女性と子供の健康
のための日本の技術紹介」
国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ「ｴｲｽﾞを考え
る：ｱﾌﾘ ｶと日本 の共 通課
題」

《配偶者ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ》
つまみかんざし作り

【宮中茶会】

ｱﾌﾘｶﾝ・ﾌｪｱ2013
ｾﾚﾓﾆｰ/ﾚｾﾌﾟｼｮﾝ

UN Women事務局長代行と
市長との面会

【全体会合５】
包摂的で強靱な社会

ﾀﾝｻﾞﾆｱ連合共和国大統領
来浜記念「ｼﾞｬｶ ﾗﾝ ﾀﾞ 植樹
式」

夜

第二回野口英世アフリカ賞
授賞式・記念晩餐会

◆　市長出席

TICAD公式晩餐会
（総理（議長）主催）

FAO事務局長と市長との面
会

６月３日（月）６月２日（日）６月１日（土）５月３１日（金）

午
　
後

午
　
前

総理・横浜市長共催歓迎レセプション

【テーマ別会合】
（同時並行開催）
１．開発の原動力としての民
間セクター、貿易と投資
２．成長のための基盤整備
３．ポストMDGsに向けて
４．ジェンダー平等と女性の
エンパワメントを通じたアフ
リカ開発の推進
５．平和構築の強化

◆　会合４において市長がｼ
ﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの成果を発信



３ 本市の主な取組内容 《(ｱ)実施時期 (ｲ)実施場所・内容等》 

 (1) ともに成長する 

ア 技術協力  

(ｱ) 通年 

(ｲ) ・水道、港湾、動物飼育、緑地保全の４分野

で継続実施。 

・研修員受入(24年度約60人 、 25年度約50人) 

・職員派遣（24 年度 7人、25 年度 3人（予定）） 

 

イ 一校一国運動  

(ｱ) 平成 24 年 10 月～平成 25 年３月 

(ｲ) ・在京大使館を有するアフリカ 38 か国を 

 対象に、市立小中学校 69 校が参加。 

  ・対象国の文化・歴史・生活等の学習や、 

   大使館関係者等との交流。 

 

ウ ビジネス機会の提供 

(ｱ) 平成 24 年４月～平成 25 年６月 

(ｲ) ・TICAD V アフリカ・シンポジウム等ビジネ 

  スセミナーを開催（計７回 約 850 人参加） 

・アフリカン・フェア 2013（約 57,000 人来場） 

   ブース出展（約 3,200 人来場）。本市の技術

   協力や市内企業12社の製品、技術等を紹介。 

 

エ アフリカ応援キャンペーン 

 ◇「レッドカップ for アフリカ」キャンペーン 

(ｱ) 平成 25 年４月１日(月)～５月 31 日(金) 

(ｲ) 42 事業者参加、寄付金額 2,814,386 円（８月 

    末現在）（10 月末を目途に集計中）  

 ◇ ＷＦＰウォーク・ザ・ワールド for アフリカ 

(ｱ) 平成 25 年５月 19 日(日) 

(ｲ) 3,593 人参加、募金額 3,510,568 円 

◇「はまっ子どうし THE WATER」TICADV 支援ボトル 

(ｱ) 平成 24 年 10 月～平成 25 年６月 

(ｲ) 寄付金額は９月末を目途に集計中 

 

オ 女性の活躍と経済成長 

(ｱ) 平成 25 年５月 31 日（金） 

(ｲ) ・パシフィコ横浜アネックスホール 

 ・バンダ マラウイ共和国大統領の記念講演  

  及びパネルディスカッション。 

 ・シンポジウムでの議論内容を６月２日の 

   「テーマ別会合」で林市長が報告。 

 

 

 

 

 

 

一校一国運動 

↓戸塚区・境木小 

（レソト） 

↑港南区・小坪小 

（エチオピア）

 

 

 

 

 

 

技術協力：水道局 漏水修繕工事見学 

 

 

 

 

 

 

アフリカン・フェア 2013 横浜市ブース

 

 

 

 

 

 

「ﾚｯﾄﾞｶｯﾌﾟ for ｱﾌﾘｶ」ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ ﾎﾟｽﾀｰ 

 

 

 

 

 

 

シンポジウム「女性の活躍と経済成長」
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 (2) 身近に感じる 

  ア 第５回アフリカ開発会議キックオフ・ウィーク 

(ｱ) 平成 24 年６月１日（金）～９日（土） 

(ｲ) ・「横浜開催１年前セレモニー＠横浜開港祭  

  2012」（H24.6/1～6/2）、 

  「アフリカ理解セミナー」・「アフリカビジネ  

    スセミナー」（H25.6/6）等。 

 

  イ 秋のイベントとの連携 

(ｱ) 平成 24 年秋 

(ｲ) ・「新横浜パフォーマンス」（H24.10/20～21）、 

 「よこはま国際ﾌｪｽﾀ 2012」（H24.10/20～21）、      

 

 

 

 

 

 

横浜開催１年前ｾﾚﾓﾆｰ＠横浜開港祭 2012

 

 

 

 

 

 

新横浜ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽでのキーワードラリー 

 「ﾎｯﾁﾎﾟｯﾁﾐｭｰｼﾞｯｸﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ」（H24.10/21）、 

 「野口英世フェア」（H24.10/27～28）等。 

 

  ウ 各区でのイベント 

(ｱ) 通年 

(ｲ) ・中区「中区民まつり・ﾊﾛｰよこはま 2012」、 

  金沢区「ｱﾌﾘｶ ｽﾏｲﾙﾌｪｽﾀ in かなざわ」、 

   都筑区「ｱﾌﾘｶの人を知ろう～ﾎﾞﾂﾜﾅの未来を 

各区での盛り上げ 
：鶴見区「留学生と市民の井戸端フォー
ラム 2013「考えよう！アフリカの水」」

 

 

 

 

 

  担う～」、 

  戸塚区「アフリカ月間 in とつか」、 

  瀬谷区「総合庁舎・二ツ橋公園グランド 

  オープンイベント」等 

 

  エ 一駅一国運動 

 ◇ アフリカトラベル スタンプラリー 

(ｱ) 平成 25 年４月 27 日（土）～６月５日（水） 

(ｲ) ・市営地下鉄全 40 駅の各国紹介コーナーで   

   実施（22,442 人参加）。  

 ◇ 特別電車「アフリカ号」 

(ｱ) 平成 25 年５月３日（金・祝）～６月９日（日） 

一駅一国運動 
：中山駅でのミニコンサート 

 

 

 

 

 
 
 

(ｲ) ・市営地下鉄ブルーライン 

◇ ミニコンサート 

(ｱ) 平成 25 年 4 月 20 日、5月 18 日、25 日  

(ｲ) ・センター南駅、中山駅、戸塚区総合庁舎内  

   区民広間（計 1,100 人参加） 

 

  オ 横浜アフリカ月間 

(ｱ) 平成 25 年５月３日（金）～６月９日（日） 

(ｲ) ・ザよこはまパレードを皮切りに横浜開港祭

   まで、市内各所で開催されるアフリカ関連

   イベントを一体的にＰＲ（全47イベント）。 
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横浜アフリカ月間 リーフレット 



カ アフリカン・フェスタ 2013 

(ｱ) 平成 25 年５月 11 日（土）～12 日（日） 

(ｲ) ・横浜赤レンガ倉庫（約 15 万人来場） 

・浦島丘中学校（神奈川区）吹奏楽部のステ

ージや一校一国運動の活動発表などを実施。 

 

 

 

 

 
 
 
 

アフリカン・フェスタ 2013 

・ 横浜市ブースを出展し、ズーラシア「アフ

リカのサバンナ」等を紹介。 

 

キ 第２回野口英世アフリカ賞受賞者の歓迎 

 ◇ 市長主催昼食会 

(ｱ) 平成 25 年６月１日（土） 

(ｲ)  ・市長公舎 

 ◇ 受賞者歓迎式典 

(ｱ) 平成 25 年６月１日（土） 

(ｲ) ・金沢区 長浜ホール 

  ・一校一国運動のガーナ及びウガンダの交流  

  校（立野小、浦島小、文庫小）による合唱  

 

 

 

 

 
 
 
 

野口英世アフリカ賞受賞者歓迎式典 

  メドレー披露等。 

 
 

 

 

 

 
 
 
 

ジャカランダ植樹式 

ク タンザニア連合共和国大統領来浜記念 

 「ジャカランダ植樹式」 

(ｱ) 平成 25 年６月３日（月） 

(ｲ) ・よこはま動物園ズーラシア 

 ・キクウェテ大統領来浜を記念し、 

  ジャカランダを植樹。 

 

ケ 様々な広報・ＰＲ 

(ｱ) 通年 

(ｲ) ・広報よこはま、新聞広告、ポスター、リー  

  フレット（日/英/仏）、ウェブサイト（日/ 

  英/仏）などを活用した広報を展開。 

・仏語雑誌（２誌）、ケニア国営 TV 等、海外

メディアによる市長インタビューを受け、

アフリカ各国とのつながりなどを紹介。 

 

コ 第５回アフリカ開発会議パートナー事業 

(ｱ) 平成 24 年８月 22 日～25 年５月８日受付分 

(ｲ) ・TICAD V 共催者である日本政府、国連開発 

  計画（UNDP）、世界銀行とともに、日本国内 

  の盛り上げを図るため、パートナー事業を 

  募集し、広報面で支援（認定事業 157 件）。 

 ・認定事業には TICAD V ロゴの使用を許可。 

 

 

 

 

 
 
 
 

TICAD V ロゴ 

 

 

 

 

 
 

 

仏語雑誌 
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 (3) おもてなしする 

  ア 在京アフリカ外交団とのサッカー親善試合 

(ｱ) 平成 25 年４月 20 日（土） 

(ｲ) ・日産スタジアム 

 ・横浜市会議員フットボールクラブと在京ア 

 

 

 

 

 
 
 
 

ＡＤＣとのサッカー親善試合 

  フリカ外交団（ADC）とのサッカー親善試合

（市会議員 36 人、ADC 48 人参加）。 

 ・試合終了後、意見交換会を開催。 

 

  イ 街の歓迎装飾 

(ｱ) 平成 25 年５月７日（火）～６月３日（月） 

(ｲ) ・会場及び市庁舎周辺 

 ・バナーフラッグ、横断幕、大懸垂幕、交通 

  局所有バス車両 840 台へのバスマスク掲出。 

 

 

 

 

 
 
 
 

ｸｲｰﾝﾓｰﾙ大懸垂幕／バスマスク  

  ウ 議場演説及び昼食会 

 ◇ ゾマホン大使による議場演説 

(ｱ) 平成 25 年５月 31 日（金） 

(ｲ)  ・市会本会議場 

 ・ゾマホン駐日ベナン共和国特命全権大使 

  の演説（ヤイ大統領のメッセージを代読）。 

 ◇ 議長主催昼食会 

(ｱ) 平成 25 年５月 31 日（金） 

(ｲ) ・ヨコハマグランドインターコンチネンタルホテル 

 

 

 

 

 
 
 
 

ゾマホン大使による議場演説 

 ・ヤイ大統領をお迎えし開催。 

 

  エ 総理・横浜市長共催歓迎レセプション 

(ｱ) 平成 25 年５月 31 日（金） 

(ｲ) ・横浜ロイヤルパークホテル 

  ・内閣総理大臣と市長の共催により、TICAD V 

   参加国・機関代表者を招待（約 700 人参加）。 

 

 

 

 

 
 
 
 

総理・横浜市長共催歓迎レセプション 
 

オ 配偶者プログラムへの協力 

(ｱ) 平成 25 年６月１日（土）、２日（日） 

(ｲ) ・安倍昭恵内閣総理大臣夫人主催による、ア 

  フリカ各国首席代表配偶者等を対象とした 

 

 

 

 

 
 
 
 

配偶者プログラム：都筑区での農業視察

  プログラム。 

 ・本市は開催都市として運営等を支援。 
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カ 観光・視察プログラム 

(ｱ) 平成 25 年５月 31 日（金）～６月３日（月） 

(ｲ) ・会議関係者を対象に、視察ツアーや観光施 

  設等の無料チケット配布を実施 

 （視察ﾂｱｰ11人参加、観光ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ12人参加、  

   チケットのべ 69 人利用）。 

 

 

キ 横浜ＰＲキット 

(ｱ) 平成 25 年５月 28 日（火）～６月３日（月） 

(ｲ) ・横浜 PR DVD、レストランガイド、 

   観光・視察プログラム リーフレットなどを 

  風呂敷に包み、配布（約 3,000 セット）。 

 

 

 

 

ク 市民ボランティアによるおもてなし 

(ｱ) 平成 25 年５月 31 日（金）～６月４日（火） 

(ｲ)  ・活動人数：83 人（のべ 176 人） 

 ・インフォメーションデスク：ホテル等６か所 

 

 

 

 

 
 
 
 

観光・視察プログラム リーフレット 

 

 

 

 

 
 
 

市民ボランティア活動 
：ホテル内インフォメーションデスク 

 

 

 

 

 
 
 
 

横浜ＰＲキット 

 ・誘導案内：ＪＲ桜木町駅改札等５か所 

  

 

 

 

ケ 子どもたちによる各国首脳のお出迎え 

(ｱ) 平成 25 年６月２日（日） 

(ｲ) ・全体会合に参加するアフリカ各国首脳を約 

 

 

 

 

 
 
 
 

子どもたちによる各国首脳のお出迎え 

  100 名の子どもたちが各国国旗などでお出 

  迎え。 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
 

マラウイ共和国大統領と市長との面会 

コ 会議参加者との個別会談 

 ・マラウイ共和国大統領（H25.5/31） 

 ・WFP 事務局長（H25.6/1） 

 ・UN Women 事務局長代行（H25.6/1） 

 ・FAO 事務局長（H25.6/2） 

 ・ボツワナ共和国通商産業大臣（H25.6/3） 

  ・UNIDO 事務局長（H25.6/3） 
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 (4) 安全・円滑な会議開催支援 

ア 市警戒本部会議の開催 

(ｱ) 平成 25 年４月８日（月）、５月 24 日（金） 

 10

(ｲ) ・警備計画の策定等 

 

 

イ 警戒体制の強化（全区局） 

(ｱ) 平成 25 年４月９日（火）～６月３日（月） 

(ｲ) ・所管施設の施錠や巡回などの安全確保、公 

  用車の盗難防止など、警戒体制を強化。 

  

ウ テロ対策訓練の実施 

(ｱ) 平成 25 年５月８日（水） 

(ｲ) ・パシフィコ横浜南口広場及び前面海域 

 ・テロ事案発生時の対応要領の確認及び関係 

  機関との連携を強化し、危機対策の万全を 

  期することを目的とした訓練（154 名参加） 

 

エ 市警戒本部体制の確立 

(ｱ) 平成 25 年５月 30 日（木）～６月３日（月） 

(ｲ)  ・横浜市警戒本部（本部長：危機管理監、 

  市庁舎危機管理センター本部）、 

  現地警戒本部（展示ホール）、 

  現地医療本部（会議センター）、 

  消防特別警備本部（保土ケ谷・消防本部）、 

  消防特別警備現地本部（展示ホール）。 

 

オ 交通規制の広報 

(ｱ) 平成 25 年４月 25 日（木）～６月３日（月） 

 

 

 

 

 
 
 
 

警戒本部会議 

 

 

 

 

 
 
 
 

テロ対策訓練の実施 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

現地警戒本部 

 

 

 
 
 
 

交通規制広報 

(ｲ) ・交通規制や検問に関する広報 

 （横断幕 26 枚、立看板 30 枚の設置など）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 本市の取組に関する総括 

(1) 全体像について 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

 

ア MICE 拠点都市の推進 

 安全・円滑な会議 

開催のための支援 

 神奈川県警等と連携し、開催都市として、会議が安全かつ円

滑に開催できる環境を整えた。無事に会議は終了し、会議主

催者である日本政府及びアフリカ各国から、高い評価を受け

た（P.16 参照）。 

 会議開催を通じた 

横浜の知名度向上 

 開催地として、YOKOHAMA の地名が数多くの海外メディアで取

り上げられた。また、会期中に英語でのプレスリリースに努

めたほか、アフリカや欧米で発行される仏語雑誌、ケニア国

営テレビ等の取材を受け、海外での報道につながった。 

 国内メディアだけでも、100 億円を超える広告価値換算額が

計測されており（P.17 参照）、横浜の知名度向上につながっ

たものと考えられる。 

イ 市内経済への波及効果 

 市内事業者にとって 

メリットとなる 

会議開催支援 

 パシフィコ横浜で開催された公式サイドイベントやアフリ

カン・フェア 2013 は一般入場が可能だったこともあり、会

期中も会場周辺で来街者や会議参加者が多数見受けられた。

 約 40％の市内ホテルにおいて、前年同時期と比較し、宿泊客

数が増加した（P.15 参照）。 

 市内中小企業への発注実績（24年度）：103/112件（92.0％）、

16,103千円（文化観光局アフリカ開発会議担当分。単独随意

契約及び大規模契約を除く。） 

ウ 市民の多文化理解、国際貢献 

 市民、特に若い世代

の多文化理解の促進 

 横浜アフリカ月間、一駅一国運動など、市民の皆様にアフリ

カを一層身近に感じていただく機会となった。特に、一校一

国運動は、アフリカと横浜の子ども同士の交流が複数の学校

で実現し、多文化理解、国際交流が推進された。 

 横浜市としての 

国際貢献の推進 

 技術協力、アフリカ応援キャンペーンを通じた支援など、市

をあげた国際貢献の機会となった。 

➣ 第５回アフリカ開発会議は、市会をはじめ地元関係者の皆様の御協力を得て、

横浜誘致が実現した。横浜開催決定以降、本市は、MICE 拠点都市として会議の

安全・円滑な開催を支援し、アフリカとともに成長するための様々な取組を進

めた。 

➣ 今回、本市が掲げた「アフリカ、ともに成長するパートナーへ。」というテーマ

は、非常にタイムリーなものとして受け取られ、今後のアフリカ交流を方向づ

けるものとなった。 

➣ 会議終了後の日本政府やアフリカ各国からの、開催都市・横浜に対する高い評

価は、本市の大型国際コンベンション開催支援能力の高さを改めて示すもので

あり、今後の MICE 誘致に向けての大きな成果である。  
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(2) 取組の３つの柱について  

 ア ともに成長する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一校一国運動では、横浜とアフリカ双方の若い世代が世界に目を向けるきっか

けとなり、教育や人材育成の面でも貢献できた。 

 アフリカと対等な立場での交流を目指し、特に、市内企業へのビジネス機会の

提供及び女性の社会進出の促進に重点を置いて取り組んだ。今回の成果を踏ま

え、これらの分野における、横浜とアフリカのさらなる関係強化を図っていく。

 アフリカは目覚ましい経済成長を遂げている一方、貧困や格差といった課題が

依然として残されている。本市が継続してきた技術協力をはじめとする貢献は

今後も着実に進めていくことが重要である。 

 

◇ 一校一国運動 

  前回より参加校が増えた。また、新たに中学校が参加したことにより、生徒による

自主的な活動が多く見られ、学習の幅が広がった。 

 大型絵画の共同制作やスカイプを利用した交流授業など、子ども同士の交流が複数

の学校で実現し、多文化理解・国際交流が推進された。 

◇ ビジネス機会の提供 

  アフリカン・フェア 2013 での本市ブース出展企業から「アフリカ関係者と直接話

せる貴重な機会だった」との声があり、商談に至るケースもあった。 

 ビジネスセミナーは毎回定員を超える申込があり、参加者からは「発展するアフリ

カ情勢に驚き、大変参考になった」、「アフリカへの見方を 180 度変える機会となっ

た」などの感想があり、アフリカのビジネス環境を知っていただくことができた。

◇ 女性の社会進出 

  アフリカと日本の経済成長における女性の果たす役割が再確認され、本体会議のテ

ーマ別会合において、市長が議論の結果を報告する機会を得られた。 

 TICAD V の成果文書である「横浜行動計画 2013-2017」には、日本政府としてアフ

リカ女性の起業を支援することが明記され、本市としても積極的に連携していく。
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 イ 身近に感じる 

 
 テーマ「アフリカ、ともに成長するパートナーへ。」のもと、広報デザインの統

一や、デジタルメディアなど多様な媒体の活用などを念頭に置き、効果的な広

報を展開した。 

 全市的な周知を図るため、全区で関連イベントを実施した。 

 これらの取組の結果、市民の TICAD に対する認知度が向上した。 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 広報 

  会議本体の方向性を反映し、早い段階で、本市としてのテーマを「アフリカ、とも

に成長するパートナーへ。」に決定し、国に先駆けて広報に活用した。その結果、

本市だけでなく、各方面で「ともに成長する」、「パートナー」というフレーズが使

われた。 

 デザイン・色調を統一した広報媒体、Facebook（フェイスブック）や Twitter（ツ

イッター）といった SNS の活用、外務省・JICA 等との連携により、効果的な広報

を展開した。その結果、会議開催の約１年前は約 20％に過ぎなかった市民の TICAD

に対する認知度は、会議直前には約 76％まで向上した（P.15 参照）。 

◇ イベント 

  地域での盛り上げを図るため、区役所に働きかけ、全区で関連イベントが実施され

た。 

 外務省、国連開発計画（UNDP）、世界銀行及び横浜市が窓口となり、民間等の取組

を広報で支援する「TICAD V パートナー事業」認定制度を設けた結果、多様な主体

によるイベントが全国規模で開催され、会議の盛り上げを効果的に図ることができ

た。 

◇ 一駅一国運動 

  駅での展示物やコンサートだけでなく、今回新たにスタンプラリーを実施し、市民

の方々に興味を持って参加いただくことができた。 
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 ウ おもてなしする 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 横浜の街並み 

  横浜の清潔で美しい街並みに対する高い評価が、参加者から外務省に寄せられた

（P.16 参照）。 

 みなとみらい 21 地区の景観や会議施設の立地に加え、地元団体による事前清掃な

ど、市民と行政が連携した美化活動もその一因と思われる。 

◇ 市民によるおもてなし 

  長浜ホールにおける野口賞受賞者歓迎式典、会議センター入口でのお出迎えなど、

子どもたちによる歓迎は、会議参加者に大変好評であった。 

 配偶者プログラムでは、高校生がコーラスに合わせて書道パフォーマンスを披露

し、参加者に大変喜ばれた。 

 ボランティアには、2002 年ワールドカップなどの経験が豊富な市民も多数おり、

こうした市民力を発揮したおもてなしは横浜の大きな強みである。今後も市民との

協働によるおもてなしを進めていく。 

◇ 観光・視察プログラム 

  日時指定型ツアーの数を限定し、自由な時間に観光施設等に入場できるチケット方

式を中心としたことにより、大幅にコスト削減しながら、前回会議とほぼ同数の参

加者を得られた。 

 会議参加者は、観光・視察プログラムに「行きたいけれど、時間がない」というの

が実態であり、参加者の限られた時間の中でのプログラムのあり方、プログラムに

参加していただくための取組など、工夫の余地が残された。 

◇ ニーズに沿った情報提供 

  横浜ＰＲキットには、外国語対応やベジタリアン対応等が可能なレストランを記載

したガイドマップを入れるとともに、前回よりも配布物を厳選し、参加者にとって

すぐに役立つキットにした。 

 紳士服や家電の量販店を利用した参加者が多数見られた。今後、より参加者のニー

ズに沿った情報の内容や提供方法について検討が必要である。 

 横浜の清潔で美しい街並み、子どもたちによる温かな歓迎、経験豊富な市民ボ

ランティアによる案内など、横浜ならではのおもてなしが、日本政府やアフリ

カ各国から高く評価された。 

 一方、観光・視察プログラムのあり方や会議参加者のニーズに沿った情報提供

については、今後、会議参加者の時間的余裕や興味・関心の動向に検討の余地

がある。 
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 参考：各種データ  

１ ヨコハマ eアンケートの結果 

 

 

 

第 1回実施 平成 24 年 4月 6 日-20 日 回答者数 640 人/1,358 人 回答率 47.1% 

第 2 回実施 平成 25 年 5月 17 日-31 日 回答者数 790 人/1,789 人 回答率 44.2% 

 アフリカ開発会議(TICAD)はどのような会議かご存知ですか 

 

 

 

 

 

 

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25

H24 名称・趣旨ともに知っていた

聞いたことがある

知らなかった

無回答

0.8% 

14.7%57.0%27.6% 

1.4% 

44.8%40.6% 13.1% 

TICAD V が横浜で開催されることをご存知ですか 

 

 

 

 

 

 

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25

H24
知っていた

知らなかった

無回答

1.5% 

22.5%75.9% 

0.8% 
78.9%20.3% 

TICAD V 横浜開催をどのように思いますか 

 

 

 

 

 

 

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25

H24 横浜にとって良いことだと思う

横浜にとって良いことだと思わない

どちらとも言えない・わからない

無回答

1.3% 

27.1%

2.5% 

69.1% 

0.8% 

28.1%

5.6% 

65.5% 

 

 

回答数 30/35 ﾎﾃﾙ 回答率 85.7% ２ 市内ホテルへのアンケート結果 

       

TICAD V のように首脳級が多く参加する 
大型国際会議の今後の横浜開催について 

  

         

前年同時期（5/30～6/4）と比較した 

宿泊客数の増減 

 
不明
6.7%

減少した
13.3%

変わらない
43.3%

増加した
36.7%

希望する
70.0%

希望しない
0.0%

どちらとも
いえない

26.7%

無回答
3.3% 
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３ 市民ボランティアの案内実績（内容別内訳） 

 

案内内容 件数（件）

会議・関連イベント 1,090

会議に関連しない施設・場所等 157

観光・レストラン・ショッピング 91

ホテル等施設内 43

その他 50

合 計 1,431

 

 

４ 関係者からのコメント 

 

在京アフリカ外交団（ADC）団長 

 

 

 みなとみらい地区におけるTICAD V開催のための環境整備、横浜市民の温かく親切な

おもてなし、そして多くの関連イベントへの市民の積極的な参加と支援が、会議の

成功の大きな要因である。 

 横浜で開催されたTICAD Vが、日本とアフリカの関係をより強固で相互に有益とする

礎を築き、戦略的パートナーシップを目指す過程で節目となる会議として、皆の記

憶に残るものと確信している。 

参加国・国際機関関係者 

  横浜はとても綺麗な町で、我々は温かく迎えられた。 

 全ての行事がきちんと始まり、また横浜の街並みも美しく、このようにきちんと整

理された人々、街並みに触れ、日本との協力が不可欠と感じた。 

 横浜は会議インフラが近距離にあり、渋滞もなく会議開催地として適している。 

 横浜の街全体で TICAD を成功させようという意気込みが感じられ、一般市民からも

温かいサポートが得られていた。 

 ボランティアの方々も親切で、会議参加者はいつでもサポートを受けられる環境に

あった。 

 一校一国運動はよかった。生徒たちは、実によく勉強していた。 

 外務省をはじめとした省庁のみならず、横浜市が市長を中心に積極的に関与したこ

とも会議の成功に大きく寄与したと考える。 

外務省幹部 

 

 

 横浜では２回目の開催となり、横浜市の開催支援の取組や市民のホスピタリティが

すばらしかった。特に、会議場入口で、小学生が旗を振っての歓迎はとても良かっ

た。 

 国連やアフリカ連合でも、女性やジェンダーをテーマとして取り上げている。サイ

ドイベントとして横浜市で「女性の活躍と経済成長」というシンポジウムを開催い

ただいたことは、まさに時流に乗っていてタイミングが良かった。 
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５ パブリシティ効果 

  第５回アフリカ開発会議横浜開催にかかる、国内のメディア露出による広告価値換 

 算額は、11,434 百万円と計測された。 
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露 出 件 数： 2,388 件 

広告価値換算額： 11,434 百万円（税込） 

調査対象媒体： 新聞・ウェブ・TV・CATV・ラジオ・雑誌 

調査対象期間： 平成 24 年２月１日～平成 25 年６月 30 日 

※ 検索キーワードは「第５回アフリカ開発会議（TICAD V）」と「横浜」 

※ 広告価値換算額内訳 

Ａ 

H24.2.1～H25.3.31 

Ｂ 

H25.4.1～H25.6.30 

Ａ＋Ｂ 

H24.2.1～H25.6.30 
媒体種類 

件数 

（件） 

広告価値換算額 

（税込・百万円） 

件数 

（件）

広告価値換算額 

（税込・百万円） 

件数 

（件） 

広告価値換算額 

（税込・百万円） 

新聞 66 171 1,292 2,189 1,358 2,360

ウェブ 1 0 728 779 729 779

テレビ 7 389 219 7,833 226 8,222

CATV 17 8 32 18 49 26

ラジオ 2 9 10 35 12 44

雑誌 - - 14 3 14 3

合 計 93 577 2,295 10,857 2,388 11,434

 

 

 

６ 経済波及効果 

JNTO（日本政府観光局）が会員向けに公開している、国際会議の経済波及効果の簡

易測定システムで、参加者数等のデータを用いて試算すると、本市への経済波及効果

は、単年度で 2,150 百万円と推計される（TICAD IV は 1,570 百万円）。 



横浜市民と世界から集まる多彩な人が幸福と豊かさを実感できる都市を目指して 

現在、横浜は少子高齢化、人口減少、地球温暖化など社会環境の変化に直面し、 

国際ハブ港化、羽田空港の国際化などへの対応が必要とされています 

豊かな海をいだく空間構造を活かしながら、東京中心からインナーハーバー 

地区中心のライフスタイルへと転換し、都市としての自律性を高め、豊かさと 

活力をもたらす成長戦略が求められています 

 
 
  
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書【概要】                   平成 22年３月 横浜市インナーハーバー検討委員会提言   

○東アジアなどにおける、国を越えた都

市間ネットワークの要となる 

○更なる地方分権社会の中で、横浜の都

市としての自律性と求心性を確立する 

○持続可能な社会や自然環境「海」と

の共生のモデルゾーンとなる 

○都市の活力を生むエンジンとしての

役割を果たす 

50 年後 

の 

横浜 

50 年後の 

インナー 

ハーバー 

地区   

構想が目指す将来像 「海都」の基本理念 

都心部強化事業（1965年～） 都心臨海部・インナーハーバー整備構想（2010年～） 

○ インナーハーバー地区 

明治～大正～昭和期にかけて埋立てにより拡張、発展し、今では新たな都心を形成している内港

地区（おおむね横浜ベイブリッジの内側で JR 京浜東北線・根岸線の海側の地域）、及びその陸域

で囲まれた水域を、「インナーハーバー地区」と呼んでいます 

 

・生物多様性の維持と自然の回復、再生可能エネルギー 

の導入などによる、環境に配慮した持続可能な社会 

持続可能な環境 

人間中心の都市 
・横浜市民や横浜を訪れる人々が、 

幸福と豊かさを実感できる都市 

人材・知財 
を活かす社会 

・創造産業や先端的 

や産業を支える多

様な人材・知財が活

きる都市 

文化芸術創造 
都市の更なる展開 

・横浜の遺産、風景、歴史 

の継承と先端文化の育成 

・市民一人一人が創造的に 

なれる社会 

・開かれた市民社会 

・市民の力が生きる 

強力な地方政府 

市民社会 
の実現 

平成２５年１０月１日 
観光・創造都市・国際戦略特別委員会 

都市整備局 

１ 

■インナーハーバー地区の形成のイメージ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水上交通と公共交通を中心とした 
シームレスな移動を実現する 

○内水面を最大限に活用する水上交通 
○リング状の公共交通システム 
○超低炭素型社会を実現するための交通体系 
○インナーハーバー地区外とのつながり強化 

持続可能な社会を実現し、 
多様な活動を支えるインフラを整備する 

○地域ごとの自律分散型のエネルギー利用 
○地区全体に熱エネルギーのネットワークを整備 
○豊かな海づくりと緑の保全、創造 
○地区の資源を生かした景観の形成 

都市文化を発信し、国際性豊かで多彩な 
人材交流の場を設ける 

○外国人が自由に居住、生活、仕事、研究ができる
ような環境の充実 

○国際的な文化・ビジネスの交流拠点の創出 
○市民と企業、大学などとの交流や連携 
○将来の担い手を集めるため、留学生の積極的な受
け入れ 

○国内外に横浜の文化を発信するイベントの実施 
○文化芸術交流拠点の更なる立地と活動の活発化 

交流 

環境 交通 

■インナーハーバー地区の戦略 ■インナーハーバー地区の 

将来都市構造 

リング状の都市 

～内水面を囲む豊かな都心空間の創造～ 

斜面緑地などの保全に加え、大学や大規模な公園、 
環境共生型の市街地に創出される緑などをつなぐことで 
形成される、外環の緑の帯 

市街地を結ぶ既存の交通や道路、新たに導入される 
リング状の交通ネットワークによって支えられる、 
生活、産業、交流など様々な活動の集積する市街地 

広大な水面と水際空間を最大限活用し、新しい 
水上交通や余暇活動など多様な活動にあふれた空間 

グリーンリング 

オレンジリング 

ブルーリング 

持続可能な社会
を実現するため
のインフラ戦略 

都市に新たな活
力を生み出す３
つの戦略 

 

 

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書【概要】 

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」中期的取組方針（抜粋）                         平成 23年３月 横浜市作成 

■概ね１０年の中長期戦略 

○省エネルギーの推進と再生可能エネルギーの活用など低炭素型
まちづくりの推進 
○スマートプロジェクトを契機に環境関連の産業を育成 
○水と緑のネットワークを形成し、多様な生物の育成環境の創出 

○広域的及び臨海部の道路ネットワークの整備促進 
○駅までのアクセスや乗継などの利便性向上の取組 
○水に親しみ楽しめる環境を整えるためプレジャーボート、 

水上タクシーに関する実験的取組を実施 

生 活 
○快適で利便性の高いコンパクトなまちの形成、地域の

特性をいかした持続可能なコミュニティの形成を図
る 

○市民、企業、NPO 法人など様々な主体のつながりをつ
くり、市がコデーネーターとしての役割を果たす 

交通 環境 

２ 

産業 

研究・開発機関の立地を進め、 
国際的な産業発信拠点を創る 

○多様な産業の育成と国内外からの人材の受け入れ 
○コンベンション施策から MICE施策への発展 
○MICE、産業観光、医療観光、文化体験を組み合わせ
た創造観光など様々な観光産業の活性化 

○複合エンターテイメント施設の開発 
○スポーツレクリエーション施設等の充実 
○マリーナ機能などが住民の新たなライフスタイル
に組み込まれ、魅力ある暮らしを形成 

 

○市民が海に親しみ、開放的な雰囲気を楽しむこ
とができる 

○誰もが公共、公益サービスを受けることができ
る、便利な市街地 

○新しい地域コミュニティの仕組による暮らしや
すさの持続 

 

多世代・多文化の多様な 
ライフスタイルを育む 

 

生活 

産 業 
○都市インフラ技術の海外展開、グローバル企業の誘致 

など 
○バイオ関連産業の集積や環境関連の産業の育成 
○羽田空港の国際化を契機に都心部を中心とした観光・
MICE・創造都市の取組を推進 

 

 
交 流 

○アジアからの誘客の促進を図るとともに、アジアにおける文
化芸術活動の拠点都市を目指す 

○近隣都市との広域連携等によるアジアからの旅行需要の取
り込み、MICE の誘致、文化芸術創造都市の推進、シティー
プロモーションの推進を図る 

 



横浜市インナーハーバー検討委員会

平成 22 年 3月

次なる 50年

横浜は海
うみのみやこ

都へ
「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書
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本提言について�■

横浜市インナーハーバー検討委員会では、横浜市による「都心臨海部・インナーハーバー整備構想（骨

子案）」を踏まえ、構想の内容を深め、横浜市民をあげてその実現へ向けて動き出していくことを目指

して、本提言書を取りまとめました。

提言のとりまとめにあたっては、横浜市から研究依頼を受けた大学連携組織「大学まちづくりコンソー

シアム横浜」が、市民や当地区の関係者、各分野の専門家の意見を聞きながらまとめた「海都横浜構想

2059（案）」の研究成果を活かしました。



はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　
横浜は、1858 年の「日米修好通商条約」による開港以来、国内外に開かれたわが国の産業・文

化を牽引する国際港湾都市として発展してきました。その為、「開港の地」を含む港の景観と様々

な港湾都市機能が複合する「都心臨海部・インナーハーバー」は、港町ヨコハマの象徴であり、

原点でもあると言えます。

このような都心臨海部・インナーハーバーも、ただ自然にまかせて今の形になったわけではあ

りません。過去のまちづくりを振り返ると、横浜市は、時代の流れに合わせて都市の機能、魅力

などを高める為の様々な戦略を打ち出し、実施してきました。1965 年には、六大事業として ｢都

心部強化事業｣、 ｢金沢地先埋立事業｣、 ｢港北ニュータウン建設事業｣、 ｢高速道路網建設事業｣、 ｢高

速鉄道建設事業｣ 及び ｢ベイブリッジ建設事業｣ が立案され、これらの事業を骨格にして現在の都

心臨海部・インナーハーバーが形成されて行ったのです。その時から半世紀近く経った現在、よ

うやく「まちづくり」の一つの容が現れ、実を結ぼうとしています。

「開港 150 周年」という大きな節目を経過した今日は、都心臨海部・インナーハーバーの次な

る 50 年を考える絶好の機会だと言えます。これからの 50 年を見据えると、横浜は人口減少とい

う大きな社会変化に直面することが推察されます。しかしながら、人口減という量的縮退はあっ

ても、それが都市そのものの質的縮退となってはなりません。市民のみならず横浜を訪れる多く

の人々が、幸福感と安心感を実感できるような質的な拡大が図られなければならないのです。

これまでの 150 年は我が国における「近代化」の歴史であり、そこには欧米先進諸国のモデル

が存在しましたが、「ポスト近代化」の時期を迎えて、横浜は自らモデルとなり歩んで行かなけれ

ばならない時代になったと言えます。そこで、「人類の共同財産」とされる海洋と陸域を合わせた

統合沿岸域管理計画を基盤とする都市計画を策定し、これまでにない新しい横浜モデルとして世

界に発信することが、沿岸大都市横浜の使命であると考えます。

内水面を抱える都心臨海部・インナーハーバーの地形は、他の都市には見られない大きな特徴

であり、水辺を感じるその空間は、都心部・郊外部の区別無く、総ての横浜市民の共有財産であ

ると言えます。従って、この構想は、都心臨海部・インナーハーバーだけで完結するものではなく、

インナーハーバーを「横浜の泉」と捉え、湧き上がる清水のように「横浜の魅力」が我が国を含

む人類社会全体へと遍く波及して行く様な「まちづくり」が求められています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　２２年　３月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　横浜市インナーハーバー検討委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員長　布　施　　勉
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横浜は 1859（安政 6）年の開港以来、わが国有数の港町として発展し、明治～昭和初期には

国の工業政策とともに港湾機能が大きく増強されました。戦後は、1965（昭和 40）年の「都市

づくり構想（1965）」などによって「みなとみらい 21」が形成されるなど、都心臨海部は大き

く飛躍をとげてきました。

その一方で、わが国は現在様々な社会変化にさらされています。少子高齢化、人口減少、都

市間競争の激化など、横浜を取り巻く状況は日々深刻化しています。

そのような中、横浜は 2009（平成 21）年 6月に開港 150 周年を迎えました。

今、横浜はこれらの課題・社会情勢の変化に対応し、次なる 50 年を見据えた都市づくりの

方向性を明らかにすることが求められています。さらに横浜の都心臨海部については、海をい

だく豊かな空間を活かし、横浜市民と世界から集まる多彩な人々が幸福と豊かさを実感できる

「海
うみのみやこ

都」としてさらなる発展をとげていくことが望まれています。

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」は、横浜の都心臨海部が理想的な姿へと向かう

ために今後行っていく、様々な政策や計画、事業の根幹として位置づけられることが望まれます。

構想の趣旨1. 

都心部強化事業（1965 年） 都心臨海部・インナーハーバー整備構想（2010 年）

内港の土地利用転換1965 年当時の
中心地区の形態

総合一体化された
中心地区

海をいだく豊かな都心空間

横浜駅周辺地区

港

関内・伊勢佐木町

横浜駅周辺地区

港新業務地区

関内・伊勢佐木町

瑞穂地区

山下地区

インナーハーバーみなとみらい
地区

関内・伊勢佐木町

大黒地区

横浜駅周辺地区

インナーハーバーみなとみらい
地区

関内・伊勢佐木町

大黒地区

瑞穂地区

山下地区

横浜駅周辺地区

構想の位置づけ1‒1. 
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対象とする場所と範囲 ■

インナーハーバー地区
Inner Harbor

インナーハーバー地区
Inner Harbor

京浜臨海部

横浜駅周辺地区

みなとみらい 21地区

関内・関外地区
山下ふ頭

瑞穂ふ頭

大さん橋ふ頭

大黒ふ頭

構想の場所と範囲1‒2. 

都心臨海部・内港地区（インナーハーバー地区） ■
本構想は、明治～大正～昭和期にかけて埋め立てに

より拡張、発展し、今では新たな都心を形成している

内港地域（概ね横浜ベイブリッジの内側、JR 京浜東北

線 ･根岸線より海側の地域）を対象としています（下

図参照）。

対象エリアの都心臨海部・インナーハーバー（内港）、

及び、その陸域により囲まれた水域を「インナーハー
バー地区」と称します。

インナーハーバー地区の現況

面積 陸域 約 2,000  ha （    4.6 ％ ）

水域 約 1,200  ha

全体 約 3,200  ha

人口密度 約 55  人 /ha

人口 約 11 万  人 （    3.1 ％ ）

世帯数 約 64,000  世帯 （    4.1 ％ ）

世帯当り人員 約 1.73  人

従業者数 約 36 万  人 （  26.4 ％ ）

※（　）内は全市域に対する割合。
出典：平成 17年度国勢調査、横浜市都市計画基礎
調査（平成 15年）、平成 18年事業所・企業統計
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横浜の都市構造（郊外部との関係） ■
人口減少や高齢化が想定されるこれからの時代、

大都市横浜の財政や雇用を支え、自治体としての

自律性を高めることが必要です。

郊外部においては、人口減少、高齢化などの様々

な課題が顕在化することが予想されます。東京中

心のライフスタイルを脱し、インナーハーバー地

区中心のライフスタイルへと転換し、横浜の自律

性を高めることは、郊外地区の活力づくりにもつ

ながります。

構想の背景1‒3. 

「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」を検討していくにあたり、これまでの横浜の先

進的な取組やこれからの社会情勢、横浜を取り巻く状況の変化などをふまえることが求められ

ます。

開港 150 周年を迎えた横浜は、独自の文化や市民の生活、産業を生みだしてきました。
港を囲む丘の緑と自然を活かした都心部には、先人達の意欲的な都市構想や都市デザインに

加え、市民や企業の協働により、個性ある空間が育まれてきました。特に、開港・開国以来の
都心である関内地区、昭和 30 年代から開発が進んだ横浜駅周辺地区、そしてこの二つの都心

の間に位置するみなとみらい 21 地区の開発が進められ、都心部の強化が進められてきました。

これまでの横浜［1］

これからの社会［2］

価値観の変化 ■
日本は、今後 50 年の間に、少子高齢化と人口

減少というこれまでに経験したことのない社会変

化や、地球温暖化など様々な課題に直面しており、

「成長」の時代からの転換期を迎えています。そ

のような中で、人々の価値観も「量」から「質」
へと大きく転換し、多様化していくことが考えら
れます。 出典：横浜市都市経営局

横浜市将来人口推計

ライフスタイルへライフスタイルへライフスタイルへライフスタイルへ
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国際ハブ港化に向けた取組と港湾の構造変化 ■
国際ハブ港化に向け、横浜港の主力ふ頭である本

牧ふ頭、南本牧ふ頭、大黒ふ頭など横浜港の外縁部

で国際競争力の強化の取組が進んでいます。その一

方、都心臨海部・インナーハーバーでは、港湾機能

から都市機能への転換が予想されます。

羽田空港の国際化への対応 ■
羽田空港の国際化によって、インナーハーバー地

区では国際的な企業立地の可能性が高まるなど、大

きくその位置づけが変化すると考えられます。現在

でも、地区内の京浜臨海部では、公共交通ネットワー

クや既成市街地と隣接しているなど、その立地の良

さから既に企業の研究開発拠点の進出が進んでいま

す。

羽田

外縁部外縁部

新横浜
羽田空港の
国際化

インナーハーバー地区の
港湾機能から
都市機能への転換

関内・関外

横浜駅周辺

ＭＭ

港湾機能
↓

都市機能

関内・関外

横浜駅周辺

ＭＭ

港湾機能
↓

都市機能

港湾機能の
外縁部への展開

海外海外全国全国

海外海外

物流

人の流れのゲート

物流のゲート

横浜を取り巻く現在の状況［3］

横浜港長期ビジョン　（横浜市港湾局　2003 年）

20 ～ 30 年後を展望した横浜港に関する長

期計画で、将来像として「東アジアのスーパー

ハブ港」「クルーズ船の拠点港化」などが掲げ

られています。

※ハブ港：国際海上コンテナ輸送において、船社の基

幹航路が就航する主要港のうち、物流の中枢拠点とし

て船社が位置づける港。多数の定期航路が就航し、コ

ンテナ貨物はここで基幹航路から支線航路へ、また、

支線航路から基幹航路へと積み替えられ、輸送される。

ハブとは車輪の中心（車軸）の意味。

横浜港長期ビジョンの基本目標
出典：横浜港長期ビジョン概要版（横浜市港湾局、

平成 15年）
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更なる地方分権社会の中で、横浜の都市としての自律性と求心性を確立する ■
現在、道州制や大都市制度などの新しい行政のあり方が議論されています。この

ように地方分権が更に進展しつつあるなかで、横浜は、ますます都市の自律性が必

要とされています。インナーハーバー地区については、横浜の都心部として都市間

競争を勝ち抜くだけの競争力や、横浜の自律性を達成するような求心力のある地域

となることが期待されています。

東アジアなどにおける、国を越えた都市間ネットワークの要となる ■
50 年後には東アジア共同体などが生まれ、多様な特徴を持った地域や都市がそれ

ぞれ自律・協働していくことが考えられます。国よりも都市間の競争あるいはネッ

トワークが一層重要になると考えられます。

50 年後の横浜

横浜及びインナーハーバー地区に求められていること1‒4. 

ＩＮＮＥＲ ＨＡＲＢＯＲ・羽田空港

■世界とつながるインナーハーバー地区
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CO-DO30　（横浜市地球温暖化対策事業本部 2008 年）
横浜市は温暖化対策の新たな局面を作り出していく

ための行動方針を 2008 年 1 月に打ち出しました。長期

的には 2050 年度までに一人当たり温室効果ガス排出量

を 2004 年度を基準に 60％以上削減するとし、その達

成に向けて、まず 2025 年度までに 2004 年度を基準に

30％以上の削減を図るとともに、再生可能エネルギーの

利用を現在の 10 倍にまで高めることを目標としていま

す。

横浜市・温室効果ガス排出量の削減目標
出典：横浜市脱温暖化行動指針 CO-DO30

（横浜市地球温暖化対策事業本部、2008 年）

港湾物流機能の高度化した横浜港の外縁部と役割分担し、  ■
　内港に「海

うみのみやこ

都」の都心空間をつくる
国際ハブ港化を目指す横浜港の外縁部では、本牧ふ頭、南本牧ふ頭、大黒ふ頭な

どを中心に、国際競争力を持った総合物流拠点として港湾機能の高度化が進められ

ていきます。

インナーハーバー地区は、外縁部と機能分担しながら、港湾機能から都市機能へ

の転換を図るとともに、都市空間を再生し、都市としての質を高め、かつ厚みを増

していくことが期待されています。また、大さん橋ふ頭を核として、ワールドクルー

ズ船の寄港により、多くの人々が訪れ、活発な交流が行われています。

50 年後の横浜港

持続可能な社会や、自然環境「海」との共生のモデルゾーンとなる ■
現在横浜では、CO-DO30 を中心に環境モデル都市としての取り組みが進められて

います。その中でインナーハーバー地区は、環境モデル都市として先進的な取り組

みを行っていくことや、資源の循環、生物多様性の保全など、環境課題への積極的

な取り組みが期待されています。

都市の活力を生むエンジンとしての役割をはたす ■
現在の都心部を含むインナーハーバー地区では、都市としての活力を生み出すエ

ンジンとしての役割が期待されています。そのため、関内地区～みなとみらい 21 地

区～横浜駅周辺地区が経済・観光・文化の中心としての活力を高めるとともに、京

浜臨海部など既成市街地に隣接するエリアが都市に新たな活力を与えるエリアにな

り、インナーハーバー地区全体が一体となって機能することが求められています。

50 年後のインナーハーバー地区
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基本理念2. 

次なる 50 年に横浜が「海
うみのみやこ

都」となることを目指した「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」

の基本理念として、以下の５つの項目を提案します。

①人間中心の都市
横浜市民や横浜を訪れる人々が、幸福と豊かさを実感できる都市を目指します。

②持続可能な環境
生物多様性の維持と自然の回復、再生可能エネルギーの導入などにより、環境に配慮

した持続可能な社会を実現します。

③人材・知財を活かす社会
国際的企業の立地や、豊かな都市環境を実現することによって、創造産業や先端的な

産業を支える多様な人材、知財が活きる都市を目指します。

④文化芸術創造都市の更なる展開
日本の伝統や文化を再評価し、横浜の遺産、風景、歴史を保存継承しながら、アート

やデザインなど先端文化を育み、市民一人一人が創造的になれる社会を目指します。

⑤市民社会の実現
多様な個人の存在を受容する開かれた市民社会、多元的な都市を目指します。また、

地方分権、さらには市民組織や地域社会への分権を適正に進め、市民の力が生きる強力

な地方政府を目指します。

持続可能な環境

人間中心の都市間中心の都市人間

人材・知財を 
活かす社会

文化芸術創造
都市の展開

市民社会の
実現

横浜市民と世界から集まる多彩な人が
幸福と豊かさを実感できる都市を目指して
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交流

インナーハーバー地区の将来構想3. 

50 年後に実現しているインナーハーバー地区の理想的なまちの姿、そこで営まれる暮らしの

イメージを各視点から検討し、次のような方向性を提案します。

①持続可能な社会を実現し、多様な活動を支えるインフラを整備する
CO-DO30 を踏まえ、持続可能な社会を実現するため、環境インフラや環境先端技術

の導入を積極的・戦略的に進めます。また、生物多様性の保全へ向けた取組を進めます。

②水上交通と公共交通を中心としたシームレスな移動（※）を実現する
過度にクルマに依存することなく、水上交通や公共交通を中心としつつ、徒歩やパー

ソナルモビリティを含めた、誰もが移動しやすい交通体系を整備します。

③都市文化を発信し、国際性豊かで多彩な人材交流の場を創る
かつての居留地が当時最先端の西洋文化と日本文化が出会う場であったように、文化

芸術創造都市横浜として世界へ向けて都市文化を発信し、国際的な観光の推進や交流の
場を創ることで、常に新たな文化・ビジネスを生み出していきます。

④研究・開発機関の立地を進め、国際的な産業発信拠点を創る
インナーハーバー地区に、国際的な拠点や、企業、大学、研究所などの立地を進める

ことで、新たなもの・先端技術や活動を常に生み出し、発信していく都市をつくります。

⑤多世代・多文化の多様なライフスタイルを育む
家族用の住宅から高齢者向けや若者向けの住宅まで多様な居住エリア、住宅と研究所、

安全な工場やオフィスなど様々な用途が混在する複合エリアなど、多彩な活動を生み出
す環境をつくり、生活空間の中に多様なライフスタイルを育みます。

※シームレスな移動：利用者が複数のサービス（この場合交通機関）を違和感なく統合して利用できること。
　イノベーション：社会的な価値・意義のある、技術や社会の仕組みなどを革新すること。
　パーソナルモビリティ：一人乗りの移動機器。先進技術を用いた電動車両を指す場合が多い。

戦略3‒1. 

環境

生活

産業

交通

シームレスな移動（※）ができる

環境にやさしい循環が生まれる

常に新しい都市活動が生まれる

（※）

多様なライフスタイルが生まれる

人材と知恵、文化が生まれる

持続可能な社会を実現する
ためのインフラの戦略

都市に新たな活力を生み出す
3つの戦略
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リング状都市 ～ 内水面を囲む豊かな都心空間の創造3‒2. 

都心に隣接した広大な内水面は横浜にとっての大きな資源です。豊かな水辺の環境を市民が

享受できるまちづくりを進めるとともに、内水面を囲む環境の豊かさを最大限に活かした都市

構造として、「リング状都市」を提案します。

インナーハーバー地区内各エリアの用途変換等に合わせ、現在の都心部から段階的に成長し、

徐々にリング状の都市構造を形成していきます。また、各エリア毎に核となる活動や機能、施

設を持ち自律的な都市活動を行いながらも、緩やかにリング状につながり、自由に往来できる

構造を目指します。

市街地を結ぶ既存の交通や道路、
新たに導入されるリング状の交
通ネットワークによって支えら
れる、生活、産業、交流など様々
な活動が集積する市街地

②オレンジリング：

広大な水面と水際空間を最大限
に活用し、新しい水上交通や余
暇活動など多様な活動にあふれ
た空間

①ブルーリング：

斜面緑地などの保全に加え、大
学や大規模な公園、環境共生型
の市街地に創出される緑などを
つなげることで形成される、外
環の緑の帯

③グリーンリング：

人口　　　［ 約１１万人 ⇒ 約２０万人 ］
多様な産業の立地や職住近接や環境整備などにより 10

万人の人口を増加させ、地区全体で20万人の居住人口とし、

そのうち 3万人を外国人とします。

人口密度　［ 約５５人／ ha ⇒ 約１００人／ ha ］
人口密度は約 100 人／ ha を目標とし、既存の都心部周

辺に比べても比較的低密度な都心環境を維持します。

従業者数　［ 約３６万人 ⇒ 約５６万人 ］
大学などの公共公益部門、国際機関や産業の転換、新規

産業により、新たに 20 万人の雇用を創出し、従業者数を

約 56 万人とします。そのうち 10 万人は外国人とします。

①人口：約 11 万人
　市全域の 3.1％
　（平成 17 年国勢調査）

現況 ■

②人口密度：約 55 人／ ha
　市全域よりも 33％低い水準。
　パリやニューヨーク中心地区と
　比べると１／４程度

③従業者数：約 36 万人
　市全域の 26.4％
　（平成 18 年事業所・企業統計）

将来活動量の目標3‒3. 

現在 ■

リング状都市 ■
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新たな都市構造3‒4. 

環境・交通の仕組み ■
新たな公共交通、エネルギーネットワーク、浜風の道（※）の導入などにより、

持続可能な社会を実現する都市づくりを提案します。

※浜風の道：ヒートアイランド現象の改善のため、浜風を市街地へと取り入れる際の風の通り道のこと

大さん橋ふ頭

次なる 50年　横浜は海都へ　～　「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書 11



生産・産業・交流の仕組み ■
豊かな水辺の暮らしと水文化を実現し、

有能な人材を育み、活躍できる都市づくりを提案します。

新横浜 東京・羽田

横浜

東神奈川

新子安

生麦

大黒ふ頭

山下ふ頭

瑞穂ふ頭

桜木町

みなとみらい

関内

石川町

元町・中華街

日本大通

馬車道

新高島

神奈川新町

京浜臨海部

大さん橋ふ頭
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海を抱くように丸く都市が広がるインナーハーバー地区の地理的特徴に着目し、海を中心に

据えた戦略を提案します。

効率的なエネルギー循環をつくり出すことで、超低炭素型社会のモデル地区として横浜市域

全体の目標である CO-DO30 以上の温室効果ガス排出削減を目指します。

海と海に注ぐ川や地区周辺に残された緑地を活かして、インナーハーバー地区と周辺市街地

とを結ぶ浜風の道を形成し、ヒートアイランド問題の解決を目指します。

多様な生物が生息する浄化機能の高い海へと水質の向上を図り、市民が触れ、親しみの持て

る魅力的できれいな海をつくります。また港の魅力アップにつながる水質浄化を横浜から全国、

世界に向け発信します。

また、歴史的な建造物や海や川、オープンスペースなどの資源を活かして、豊かな海や緑を

より身近に感じることのできるような景観の形成をはかります。

■�具体的なビジョン

多様な環境技術の導入・�
－工場などの廃熱利用
－建物上部を活用した太陽光発電
－海水などを利用したヒートポンプ

地域ごとの自律分散型のエネルギー利用・�
－地域の小さなまとまりでエネルギー利用をネットワーク化・最適化

基幹的エネルギーネットワークの整備・�
－リング状の公共交通ネットワークとあわせて、地区全体に熱エネルギーの

ネットワークを整備

豊かな海づくり・�
－河川や海域沿いの親水空間の創造
－郊外の市街地、川、海を流域単位で一体的にとらえた水質浄化

緑の保全、創造・�
－多くの人が眺める場所や生活に身近な場所を魅力的に緑化
－地域コミュニティや地域活動組織が緑の管理 ･ 運営に参加

地区の資源を活かした景観の形成・�
－歴史的建造物、産業施設、海を中心に抱いた地勢、豊かな海辺や緑を活か

し、魅力的な景観を形成

環境3–5.	
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交通3–6.	

地区内の生活・産業・交流を支え、超低炭素型社会を実現するため、過度に車に依存しない

交通体系を提案します。

交通機関相互の乗り継ぎ場所の整備や、定額運賃など運賃制度の見直しにより、公共交通ネッ

トワークによる円滑な移動が行えるようになります。その結果、地区内での過度な自動車利用

が抑制され、温室効果ガス削減にもつながります。

誰もが歩きやすい人間中心の歩行者空間と公共交通ネットワークの充実により、環境への負

荷ができるだけ小さく抑えられながら、地区内のさまざまな活動が支えられています。

■�具体的なビジョン

内水面を最大限に活用する水上交通・�
－既存の交通体系を補い、水際線沿いの移動を円滑化
－水上タクシーやヨットなど、多様な水域利用も可能にする施設整備

リング状の公共交通システム・�
ー地区全体がリング状に結ばれ自由な往来が可能となる、地上運行する省エ

ネ型交通システムの整備
－段階的に整備され、交通需要に柔軟に対応できる仕組みの構築

利便性の向上・�
－コミュニティサイクルやカーシェアリングなど、共有型交通システムの普

及
－公共交通を補完するパーソナルモビリティや電気自動車、ヘリコプターな

どに対応したインフラの整備

超低炭素型社会を実現するための交通体系・�
－駐車場や道路など、自動車交通のための施設機能を、交通需要に適切に対

応して転換
－歩行者、自転車、パーソナルモビリティ、電気自動車、水上交通や、バス

などの公共交通を快適に利用するためのインフラ整備の推進

地区外とのつながり・�
－交通拠点としての横浜駅の機能強化
－新幹線駅や羽田空港など、国内外への玄関口となる拠点とのアクセス向上
－海の玄関口となる大さん橋ふ頭の機能強化
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今後、人口が減少していく社会の中で、この地区の活力を高めていくために、海外から人や

企業、投資などをさらに積極的に受け入れ、国際色豊かで多様な交流の場を創り出すことが必

要不可欠です。また、「都市文化」をインナーハーバー地区の都市づくりの中心に据えていくこ

とが重要です。

　
観光客をはじめ、地区に集まる多様な産業・研究開発の従事者や、将来の担い手となる留学

生など、多くの外国人が地区内で活動するようになり、国際的な交流が生まれます。

　
地区内に集まるさまざまな人々が交流できる場が設けられ、これまでにない新たな知識・文

化が生み出されるようになります。

■�具体的なビジョン

国際都市横浜を象徴する交流拠点・�
－外国人が自由に居住、生活、仕事、研究ができるような環境の充実
－地区の中心に位置する瑞穂ふ頭には、海外の運営主体による情報発信拠点

であり、また国際的な文化・ビジネスの交流拠点でもある「インターナショ
ナルパーク（仮称）」を創出

知識、文化を生み出す多様な人材の交流・�
－市民と企業、大学などとの交流が生まれ、地区全体が一つの大きな研究機

関・教育機関のような環境の形成
－この地区に集積する知識や文化の、横浜市内や世界への発信
－市内の大学や研究所等の連携
―将来の担い手として広く世界から人材を集めるための、特に大学院への留

学生の積極的な受け入れ
―留学生が横浜に愛着を持ち、将来も繋がりを持って働きたいと感じるよう

な生活環境支援を行うなど、広く世界と繋がる人材交流の創出

文化芸術創造都市の展開・�
―国内外に横浜の文化を発信するイベントの実施
―文化芸術交流拠点の更なる立地と活動の活発化
―すべての横浜市民が創造的に暮らすことのできる環境づくり

交流3–7.	
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これまでの創造都市構想を発展させ、多種多様な産業や人材が、融合、協働、交流することで、

常に新しい都市活動を生み出す都市を目指すことが必要です。

先端技術などの産業拠点が立地し、それを支える人材が国内外から集まり、交流することで、

新たな産業が生み出されます。

歴史的建造物や産業遺産、広大な水面など、この地区ならではの資源が保存・有効活用され

るとともに、文化・芸術・食や娯楽などを楽しめる複合的な施設の開発や、それらを活用した

イベント等を通じて地区の魅力が高まり、国内外から多くの観光客が訪れにぎわいます。

■�具体的なビジョン

多様な産業の育成と、国内外からの人材の受け入れ・�
－創造的産業や、環境・バイオ分野、先端医療分野、機械・ロボットテクノ

ロジーなど、時代に即した先端技術の育成・新たな産業分野の発展
－グローバル企業、研究開発施設、教育機関など人材育成拠点の立地の促進
－多様な人材が交流する場の実現

観光産業の活性化・�
－歴史や文化など、地区の魅力の再発見
－コンベンション施策から「MICE（マイス）（※）」施策への発展
－マリーナ機能や、スポーツレクリエーション等の施設の充実
－複合エンターテインメント施設の開発
－工場や研究施設に着目した産業観光、高度先端医療との組み合わせによる

医療観光、文化体験を組み合わせた創造観光（クリエイティブ ･ ツーリズ
ム）などのニューツーリズムの推進

生活を支える産業の充実・�
－日々の生活を支える商業・サービス業などの充実
－マリーナ機能などが住民の新たなライフスタイルに組み込まれ、魅力ある

暮らしを形成

産業3–8.	

MICE とは、Meeting( 企業等の会議 )、Incentive	Travel( 企業等の行う報奨・研修旅行 )、Convention( 国際機関・団体・学会等が主
催する総会、学術会議等 )、Event/Exhibition( イベント・展示会・見本市 ) の頭文字をとった言葉。

※MICE：
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海や港のある立地や開港以来の多様な文化や産業に寛容な横浜の風土を将来にわたり引き継

ぎ、子どもから高齢者、海外からの移住者など多様な人々がみな暮らしやすい地区を目指すこ

とが求められます。

また、居住や教育、労働、余暇など日常生活の様々な場面を地区内で過ごすことができ、そ

れぞれのサービスを地区内の人々が担い、経済的にも地区内で循環する仕組みを設け、地域コ

ミュニティ主体の地域社会づくりを進めることが重要です。

地域コミュニティの充実が進む間に、住民一人ひとりが地区を誇りに思い、地区のために活

動し、この地区に魅力を感じた来訪者が増え、さらにまちの魅力が増し、一層愛着が強くなる

という循環が生まれ、住民同士の連帯感が育ち、暮らしやすい地区となっていきます。

■�具体的なビジョン

市民が海に親しみ、開放的な雰囲気を楽しむことができる空間づくり・�
－海に面した水際線沿いの遊歩道の整備
－水面越しに対岸のまちを眺めるオープンスペースの創出
－散歩やジョギング、水遊びやシーカヤックができる海辺づくり
ー水上交通でアクセスする水辺の生活空間づくり

誰もが公共、公益サービスを受けることができる、便利な市街地・�
－水上交通や新しい仕組みの公共交通が発達
－乗換えの利便性を高め、待ち時間を少なくする交通の仕組み
－外国人を含めた誰もが、医療サービスをはじめとした公共・公益サービス

を安心・快適に享受できる環境の形成

新しい地域コミュニティの仕組みによる、暮らしやすさの持続・�
－お互いの個性を活かし合いながら、公益的な視点を併せもつ住民の共同体

の創出
－現在行政が主体となって行っている計画・事業・管理への、地域コミュニ

ティの積極的な参加の促進
－海や川、樹林地や公園、歴史的資産などについての、地域コミュニティに

よる保全・育成とその継承

生活3–9.	
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実現に向けた課題と今後の取組み4. 

横浜市インナーハーバー検討委員会では、これまでに記載した「都心臨海部・インナーハー

バー整備構想」に関する提言内容に加えて、提言内容とその実現に関する課題・今後取り組む

べきことなどについて、各委員の意見を集約すると次のようになります。

構想の内容に関して ■

地区の中心に位置する瑞穂ふ頭を、構想の象徴的な地区と捉え、海に囲まれた特徴的な地形・ 
を活かした親水性の高い場所への転換を進めるべきである。そのためには、ふ頭に残る米軍
施設の早期返還へ向けて、国及び関係機関に働きかけていくことが重要である。

高機能で効率の高い国際ハブ港化や京浜３港の連携などの検討を踏まえ、50 年後の港湾機能・ 
の在り方とインナーハーバー地区の在り方を、併せて検討していくことが重要である。

将来インナーハーバー地区の港湾機能が都市機能へと転換することが予想されているが、具・ 
体的にどのような都市施設を設置していくのか、あるいはどのように港湾機能を外縁部に展
開していくかについては、今後検討すべき課題となっている。

港湾施設などの機能転換を図る上で、開港以来の港の歴史を残していくことが重要である。・ 

多種多様な産業分野の中から、発展を目指す新たな産業分野として先ず何を選択すべきかを・ 
考える必要がある。まずは、今後の成長が見込まれる創造的産業の積極的集積を図り、雇用
の拡大、人材の交流を促進することも重要である。

リング状の交通やエネルギーネットワークなどについては、段階的な整備が必要である。し・ 
たがって、リング状に都市基盤が連結していない状況であっても機能する柔軟な都市づくり
を進めることが重要である。

高速道路網や幹線道路網などの体系的な道路ネットワークを形成することで、郊外部とのつ・ 
ながりを強化するとともに、地区内での過度な自動車交通を抑制することも重要である。

市民に愛され、国際的にも発信性をもつ地区となるためには、市民との協働による緑の総量・ 
と質の維持・向上、下水処理をはじめとする更なる水質の改善、自然的・歴史的特色を活か
した優れた景観形成などについて、より具体的な仕組みの導入を検討することが重要である。
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構想の実現へ向けたプロセス、体制、しくみの構築などについて ■

50 年後が遠い将来と捉えられ、市民意識が希薄になりがちである。構想の市民理解をすすめ・ 
るとともに、50 年後がすぐそこにある自分たちの未来であることを、どのように市民が意識
し、担い手となる子どもたちと共に考えて行けるかが重要である。

構想を実現するための、組織、仕組み、法制度などが存在していないため、検討することが・ 
必要である。

各都市計画や港湾計画などの法定計画を決定・見直す際は、構想で描かれる 50 年後の都市・ 
像を見据えて検討を進めることが望ましい。

構想の実現を継続的に推進するための先行的な取組が必要である。そこで先ずは、山下ふ頭・ 
の再編整備に向けた具体的検討の着手や、「エキサイトよこはま２２（横浜駅周辺大改造計
画）」の推進強化、関内・関外地区の活性化等を進め、整合性を図ることが重要である。

今回の大学まちづくりコンソーシアム横浜における研究結果を踏まえ、引き続き専門家の見・ 
地から検証、政策提言していくことのできる体制をつくることが望ましい。

次なる 50年　横浜は海都へ　～　「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書 19
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 横浜の都心臨海部・インナーハーバーエリアにおける 50 年後の理想の姿を展望し、

横浜の魅力と価値を向上させる整備構想として、現在検討を進めているものです。 
 平成 22 年(2010 年)3 月には、横浜市インナーハーバー検討委員会から｢都心臨海

部・インナーハーバー整備構想｣提言書（以下｢提言書｣という）が市長に提出され、

50 年後に向けた都市戦略が示されています。 
 

1-1．構想の場所と範囲 
 本構想は、内港地域（概ね横浜ベイブリッジの内側、JR 京浜東北線・根岸線より

海側の地域）を対象としています（下図参照）。対象エリアの都心臨海部・インナー

ハーバー（内港）、及びその陸域により囲まれた水域を｢インナーハーバー地区｣と称

します。 

  
図 1-1 対象とする場所と範囲 

 

第 1 章 都心臨海部・インナーハーバー整備構想とは 
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1-2．構想の趣旨 

 横浜は 1859 年の開港以来、わが国有数の港町として発展してきました。1965 年

には都心部強化事業が立案され、その後｢みなとみらい 21｣が形成されるなど、横浜

の都心臨海部は大きく飛躍をとげてきました。 
 一方で、これからの 50 年は、少子高齢化、人口減少、地球温暖化など、社会環境

の大きな変化に直面することが予想されます。2009 年の開港 150 周年を契機に、こ

れらの課題・社会情勢の変化に対応し、次なる 50 年を見据えた都市づくりの方向性

を明らかにすることが求められています。 
 現在、横浜の都心臨海部については、依然として市民利用が出来ない水辺空間が多

くある一方、港湾の構造変化により、今後港湾機能から都市機能への転換が進むこと

が予想されます。そこで、市民利用が可能となった親水性の高い空間を活かし、横浜

市民と世界から集まる多彩な人々が幸福と豊かさを実感できる｢海都（うみのみや

こ）｣を創造していきます。 
 

 
図 1-2 都心臨海部の変遷と将来目標 

                              （提言書より引用） 

 
 

1-3．リング状都市 ～内水面を囲む豊かな都心空間の創造～ 

 内水面を抱える都心臨海部・インナーハーバーの地形は、他の都市には見られない

大きな特徴であり、都心に隣接した広大な海は横浜にとっての大きな資源です。豊か

な水辺の環境を市民が利用できるまちづくりを進めるとともに、内水面を囲む環境の

豊かさを最大限に活かした都市構造として、｢リング状都市｣を形成していきます。 
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図 1-3 将来都市構造 
                    （提言書より引用） 

 
 

 

1-4．将来構想 
 提言書では、50 年後に実現しているインナーハーバー地区の理想的なまちの姿、

そこで営まれる暮らしのイメージを各視点から検討し、次のような方向性を提案して

います。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 5 つの戦略 

                        （提言書より引用） 

交流 

生活 

環境

持続可能な社会を実現するための 

インフラの戦略 

①環境：呼吸する都市 

 環境にやさしい循環が生まれる 

②交通：移動する都市 

 シームレスな移動（※）ができる 

都市に新たな活力を生み出す 

３つの戦略 

③交流：交流する都市 

 人材と知恵、文化が生まれる 

④産業：イノベーション都市(※)

 常に新しい都市活動が生まれる

⑤生活：生活する都市 

 多様なライフスタイルが生まれる 

産業 

交通 



 5

 

 

①環境：呼吸する都市 (環境にやさしい循環が生まれる) 

持続可能な社会を実現し、多様な活動を支えるインフラを整備する 

CO-DO30 を踏まえ、持続可能な社会を実現するため、環境インフラや環境先端技術の

導入を積極的･戦略的に進めます。また、生物多様性の保全に向けた取組を進めます。 

 
②交通：移動する都市 (シームレスな移動ができる) 

水上交通と公共交通を中心としたシームレスな移動を実現する 

過度にクルマに依存することなく、水上交通や公共交通を中心としつつ、徒歩やパーソナ

ルモビリティ（※）を含めた、誰もが移動しやすい交通体系を整備します。 

 
③交流：交流する都市 (人材と知恵、文化が生まれる) 

都市文化を発信し、国際性豊かで多彩な人材交流の場を創る 

かつての居留地が当時 先端の西洋文化と日本文化が出会う場であったように、文化芸

術創造都市横浜として世界へ向けて都市文化を発信し、国際的な観光の推進や交流の場

を創ることで、常に新たな文化・ビジネスを生み出していきます。 

 
④産業：イノベーション都市 (常に新しい都市活動が生まれる) 

研究・開発機関の立地を進め、国際的な産業発信拠点を創る 

インナーハーバー地区に、国際的な拠点や、企業、大学、研究所などの立地を進めること

で、新たなもの・先端技術や活動を常に生み出し、発信していく都市をつくります。 

 

⑤生活：生活する都市 (多様なライフスタイルが生まれる) 

多世代・多文化の多様なライフスタイルを育む 

家族用の住宅から高齢者向けや若者向けの住宅まで多様な居住エリア、住宅と研究所、

安全な工場やオフィスなど様々な用途が混在する複合エリアなど、多彩な活動を生み出す

環境をつくり、生活空間の中に多様なライフスタイルを育みます。 

 
※  

シームレスな移動 ： 利用者が複数のサービス（この場合交通機関）を違和感無く統合して利用

できること。 

イノベーション  ： 社会的な価値・意義のある、技術や社会の仕組みなどを革新すること。 

パーソナルモビリティ： 一人乗りの移動機器。先進技術を用いた電動車両を指す場合が多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
環境 

 
交通 

交流 

産業 

生活 
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2-1．中期的取組方針の位置づけ 
  横浜市では、平成 22 年 3 月に横浜市インナーハーバー検討委員会から「都心臨海部・

インナーハーバー整備構想」提言書を受けました。本市ではこの提言書を受け、今後行っ

ていく政策や計画、事業の根幹としながら、インナーハーバー地区の都市づくりを進めま

す。 

この中期的取組方針は、インナーハーバー地区の都市づくりの取組について、現時点で

の中間とりまとめとして整理するものです。具体的には、提言書の理念や該当するエリアに

関係する各種の法定計画等について、今後の計画の策定・改定の際に 50 年後の理想の

姿を見据えるなど、提言の実現に向けた取組として進めていきます。加えて、概ね 10 年の

中長期戦略や、先行的に推進する向こう 4 か年の取組をまとめています。 

また、インナーハーバー地区の都市づくりの取組について、さらなる検討を深めていくこと

とし、その取組の方向性についても、併せて示しています。 

 

 
図 2-1 提言の実現に向けた取組 

第 3 章：中長期戦略（P9） 

第 4 章：４か年で推進する取組（P14） 
4 年 

概ね 10 年 

【現在】 【50 年後】

～ 

イ
ン
ナ
ー
ハ
ー
バ
ー
地
区
の
理
想
の
姿 

～ 

提
言
書 

第 5 章：法定計画等として推進する取組（P23） 
計画の策定･改定にあたり 50 年後を見据える

   

第２章 中期的取組方針とは 
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2-2．関連計画との関係性 
この中期的取組方針では、都心臨海部・インナーハーバー整備構想に関連する各種計

画などをもとに、関連の深い事業及び戦略を再編したものとなっています。 

第 3 章 中長期戦略では、平成 22 年 12 月に 4 か年の実施計画として策定した横浜市中

期 4 か年計画から、「本市の未来図」、「横浜版成長戦略」をもとに再編。第 4 章 ４か年で推

進する取組では、同じく横浜市中期 4 か年計画の「基本政策」をもとに再編しています。第 5

章 法定計画等として推進する取組では、構想を段階的に実現していくための仕組みとして、

横浜市都市計画マスタープランや京浜港港湾計画をはじめとする各種法定計画の策定・改

定、横浜スマートシティプロジェクトや国に対する総合特区制度提案など施策別の取組を記

しています。 

中期的取組方針では、これらの諸計画等について、提言を実現していく上で、インナー

ハーバー地区の５つの戦略（環境、交通、交流、産業、生活）の観点から諸計画で掲げられ

ている諸施策をインナーハーバー地区の中で横断的にとらえ、段階的かつ総合的に展開

することを目指します。（「表 2-3 関連計画との関係性」（P8）を参照） 

具体的には、横浜版成長戦略等に掲げられている諸施策の推進を通じて、インナーハ

ーバー地区内における｢環境｣「交流」「産業」の活動を活発化することで、それらの活動に

関わる人を惹きつけ、その人たちが横浜で、｢生活｣することにつなげていきます。また、そう

した活動の状況をふまえながら、それらに見合った｢環境｣｢交通｣等の基盤の整備・充実、

土地利用転換を段階的に推進します。 

2-3．提言書への継続的対応 
この中期的取組方針の第６章 今後の展開では、インナーハーバー地区の具体の将来

像を示すために、今後さらに３カ年で検討を深めていく取組の方向性を示しました。この中

期的取組方針を達成させることにより、提言書が掲げる 50 年後の実現に段階を踏んで近づ

くものとなりますが、提言書の全ての要素に対応した具体的な戦略、事業を網羅するまでに

は残念ながら至っていません。それぞれの取組の実施と並行し、実現のための具体の戦略

化、事業化の検討を継続して行っていきます。 

横浜市中期 4 か年計画 

総合特区制度提案 

京浜港港湾計画の策定 

横浜市都市計画マスタ
ープランの改定 

中期的取組方針 

中長期戦略 

4 か年で推進する取組 

法定計画等として 
推進する取組 

図 2-2 関連計画との関係性 
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表 2-3 関連計画との関係性 
 

   

 

  横浜市中期４か年計画 

～横浜版成長戦略～ 

総合特区制度提案 

(アジア・グローバルシティ) 
法定計画 

  安心と活力があふれるまちの実現に
向け着手する中長期的政策である「横
浜版成長戦略」を推進することで、都
心臨海部・インナーハーバー整備構想
の各戦略の実現につながることがで
きる 

現在、国に総合特区制度の提案を行
っている。今後制度が創設され、提
案が具体化すれば、インナーハーバ
ー地区内において戦略実現に向けた
取組を進めやすくなる。 

インナーハーバーの戦
略を総合的に支える計
画であり、今後計画改
定時に戦略実現に向け
た理念を反映させる必
要がある。 

環

境 

戦略1：環境最先端都市戦略 
○横浜ｽﾏｰﾄｼﾃｨﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

取組4：世界から選ばれる都市となる
ための都市の魅力向上 

(先進的な環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ対策の推進) 

交

通 

戦略6：海と空のハブ戦略 
○横浜環状道路、国道 357 号等の整備
促進 
○羽田空港と横浜を結ぶ鉄道による速
達性の向上 

取組 1：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業の受け皿となる
業務ﾋﾞﾙ等の開発促進(都市再生の
推進) 
（ＭＭ21 地区の開発促進、ｴｷｻｲﾄよ
こはま22の推進） 

交

流 

戦略2：観光・創造都市戦略 
○文化芸術創造都市 

取組4：世界から選ばれる都市となる
ための都市の魅力向上 

(ＭＩＣＥ機能の拡充、創造都市として
の先進性を活かした文化芸術振興によ
る産業・観光振興) 

産

業 

戦略1：環境最先端都市戦略 
○ 環境関連企業の誘致 

戦略2：観光・創造都市戦略 
○ＭＩＣＥ誘致 

戦略7：中小企業の技術･経営革新戦略
○｢見せる｣拠点形成 

(ｻｲｴﾝｽﾌﾛﾝﾃｨｱ、横浜ｽﾏｰﾄｼﾃｨﾌﾟﾛｼﾞ
ｪｸﾄ) 

戦略8：海外ビジネス展開戦略 
○ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業のｱｼﾞｱ拠点等の 
  立地促進 

取組 1：ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業の受け皿となる
業務ﾋﾞﾙ等の開発促進(都市再生の
推進) 
（ＭＭ21 地区の開発促進、ｴｷｻｲﾄよ
こはま22の推進） 

取組2：ｱｼﾞｱ本社機能をはじめとする
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業の誘致推進 

(企業立地促進条例等と連携した民間
による海外企業進出支援施設の整備・
運営等による外国企業の誘致) 

イ
ン
ナ
ー
ハ
ー
バ
ー
地
区
の
５
つ
の
戦
略 

生

活 

<参考> 

基本施策15 

 参加と協働による地域自治の支援 

取組3：高規格住宅等の開発促進をは
じめとする外国人の生活環境の整
備 

（北仲通北地区等における高層住宅
の整備促進） 

（外国語が通じる教育・医療機関の充
実） 

○横浜市都市計画マス
タープランの改定 

 
○京浜港港湾計画の策
定 

（既存ふ頭の再編 
 整備） 
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 「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書が掲げる 50 年後の姿の実現にあたっては、

50 年後を見据えながら段階的かつ戦略的に取組を進めていく必要があります。 

 本市における概ね 10 年後の都市

構造として、2 つの都心・鉄道駅を

拠点とした生活圏づくりと地域運営

の充実を目指します。 

 2 つの都心のうち、横浜都心にお

いては、エキサイトよこはま 22 やみ

なとみらい 21、関内・関外地区での

プロジェクトや都心臨海部・インナ

ーハーバー整備構想により都心機

能の魅力・活力の増大と横浜の新

たな顔づくりを進めます。新横浜都

心においては、広域交通ターミナ

ルとしての利便性や北部地区にお

ける IT 産業の集積をいかし、神奈

川東部方面線の進ちょくにあわせ

たまちづくりを進めます。 

 一方で市域全体では、鉄道駅を

中心に都市機能の集約化と施設立

地を推進し、拠点機能の充実を図

るとともに、隣接する地域との相互

連携を進め、生活圏における都市

機能が十分に享受できることを目指

します。郊外部では、市民主体の

地域運営や地域まちづくりを推進し、

様々な主体が連携することによって、

地域課題が解決し、地域への愛着

が増すような地域運営の充実を図り

ます。 

 また、横浜市の将来に向け、成長

産業の強化の視点から、中長期的な新たな戦略として、横浜港のハブポート化や観光・MICE の推

進を打ち出しました。 

 横浜港は、東京港・川崎港とともに京浜港として、国の「国際コンテナ戦略港湾」に指定されたこと

を受け、各港独自の取組に加えて、三港間の連携を通じた国際競争力の強化に取り組み、国内外

の貨物が集中するハブポート化を図ります。 

 また、国内外のアクセスの良さや国際コンベンションの開催実績をいかし、中・大型の国際コンベ

第３章 中長期戦略 

図3-1 10 年後の都市構造 

（「横浜市中期4か年計画」より引用）
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ンションを軸にＭＩＣＥ全般の誘致を行うことにより、国内外からの集客を伸ばし、国際的なＭＩＣＥ都

市の実現を図ります。 

 こうした中で、インナーハーバー地区では、民間の知恵と資金が積極的に活用されるよう、国の都

市再生制度等も活用し、国際競争力等の向上や地域資源を 大限活用した地域力の向上を図り

ます。特に、横浜都心部一帯（横浜駅周辺地区～ＭＭ21 地区～関内地区等）を重点エリアとして、

国際企業の進出・開発投資に対する支援や、世界から選ばれる都市となるためのまちの魅力向上

を図ります。 

 本市が目指す都市構造を踏まえ、50 年後に向けたスタートとなる今後の概ね 10 年において、イン

ナーハーバー地区が目指すべき方向性と必要となる取組は以下のとおりです。 

 

 

 

3-1．環境 
 持続可能な社会を実現し、多様な活動を支えるインフラを整備する 

省エネルギーの推進と再生可能エネルギーの活用など、市民・事業者・行政が一体となって低

炭素型のまちづくりを進めるとともに、新たなインフラ構築に向け、ＭＭ21 地区から郊外部への拡

大していく横浜スマートシティプロジェクトを展開し、それを契機とした需要創出を通じて環境関連

の産業の成長を図ります｡ 

また、公園・河川・海辺、水路等の環境整備により、水と緑のネットワークを形成し、多様な生物

の生息環境の創出を図ります。 

 
 
 

 
図 3-2 横浜スマートシティプロジェクト 

（「横浜市中期4か年計画」より引用） 
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3-2．交通 
 水上交通と公共交通を中心としたシームレスな移動を実現する 

  横浜の国際競争力を強化し、地域経済の活性化を支える横浜港のハブポート化、羽田空港の

国際ハブ空港化を契機として、海と空のハブを支える道路施設、具体的には、横浜環状道路や

国道３５７号などの広域的な道路ネットワークのほか、臨海部の道路ネットワークの整備促進を図

ります。また、経済活性化とそれを支える都市基盤整備の推進として、エキサイトよこはま 22、関

内・関外活性化、ＭＭ21 地区のまちづくりを推進します。 

一方、横浜駅をはじめ、地域の拠点となる駅とその周辺においては、歩行者空間やエレベータ

ー等を整備し、駅までのアクセス、乗り継ぎや乗り換えなどの利便性向上に取り組みます。 

  さらに、市民が水辺空間を利用し、水に親しみ楽しめる環境を整えるため、プレジャーボート

や水上タクシーに関する実験的な取組を行います。 

      

図 3-3 交通基盤の強化 

（「横浜市中期4か年計画」より引用） 
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3-3．交流 
 都市文化を発信し、国際性豊かで多彩な人材交流の場を創る 

横浜都心部において、エキサイトよこはま 22 やみなとみらい 21、関内・関外地区でのプロジェク

ト等の推進により、都心機能の魅力・活力が増大し横浜の新たな顔づくりを推進します。 

また、羽田空港の国際化等をいかし、より多くの人々に横浜の魅力を伝え、多くの人が仕事や観

光での横浜の訪問を促進します。 

特に経済成長が見込まれるアジアからの誘客を促進し経済活性化につなげるとともに、都市とし

ての魅力の向上を図り、アジアにおける文化芸術活動に関わる人、モノ、情報の拠点都市(アジア

文化ハブ)を目指します。そのため、近隣都市との広域連携等によるアジアからの旅行需要の取り

込み、MICE の誘致、文化芸術創造都市の推進、シティプロモーションの推進を図ります。 

 

3-4．産業 
 研究・開発期間の立地を進め、国際的な産業発信拠点を創る 

日本のけん引役としての首都圏の中において、東京・川崎・横浜の京浜の軸を中心として、横浜

の強みを発揮し、活力ある横浜を築きます。 

 そのため、市内企業の海外ビジネス展開の支援、都市インフラ技術の海外展開やグローバル企

業の誘致等により、国際都市としての優位性を高めるとともに、市内経済の活性化を図ります。 

 企業誘致では、羽田空港の国際化を契機とした企業誘致活動の展開、グローバル企業のアジ

ア拠点の誘致、アジアをターゲットとした誘致活動の強化等を図ります。 

また、成長産業として、横浜サイエンスフロンティアを中心としたバイオ関連産業の集積や横浜

スマートシティプロジェクトを契機とした環境関連の産業が育成、羽田空港の国際化を契機とする

都心部を中心とした観光・MICE・創造都市の取組を推進します。 
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図3-4 様々な産業が織りなす都市の活力 （「横浜市中期４か年計画」より引用） 

 

3-5．生活 
 多世代・多文化の多様なライフスタイルを育む 

 鉄道駅を中心に都市機能の集約化と施設立地が進み、拠点機能の充実を図るとともに、隣接

する地域との相互連携により都市機能が十分に享受できる生活圏づくりを推進します。 

 そうした快適で利便性の高いコンパクトなまちの形成を図るとともに、その中で人と人との交流や

賑わい、地域活動のつながりが生まれ、様々な主体が協働しながら市民主体のまちづくり、地域

運営が進展し、地域の特性をいかした持続可能なコミュニティの形成を図ります。 

 様々な市民ニーズに応え、地域課題を解決し、安心と活力ある横浜を形成していくためには、

市民、自治会町内会、企業、NPO 法人など様々な主体が積極的に参加し協働できる環境を整え

る必要があります。また、様々な主体がつながることにより、互いの資源や知恵が効果的に結び

つき、地域の実情に応じたきめ細かな公共サービスや新しい価値・魅力が創造されます。そのた

めに、横浜市役所が市民の力をつなぐコーディネーターとしての役割を積極的に果たしていくこ

とで安心と活力の発揮を支えます。 
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「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書が掲げる 50 年後の姿を実現させるために

は、戦略的に方向性を見定め、着実に事業を進めていく必要があります。 

そこで本章では、構想の実現を推進させていくために、横浜市中期４か年計画を踏まえ、向こう

4 か年で取り組む各事業を紹介します。 

 

4-1．提言書に基づく先行的取組 
  「都心臨海部・インナーハーバー整備構想」提言書においては、実現に向けて次の取組を先行

的に進めていくべきとあります。 

・ 山下ふ頭の再編整備に向けた具体的検討の着手 

・ エキサイトよこはま２２の推進強化 

・ 関内・関外地区の活性化 

・ 専門家の見地から検証、政策提言していくことのできる体制づくり   

  また、横浜の都心臨海部においては、民間の知恵と資金が積極的に活用されるよう、国際競争

力等の向上や地域資源を 大限活用した地域力の向上を図ることが求められています。 

  さらに、既存ふ頭においては、横浜港のハブポート化に向けた取組が進められる中、港の本来

的な機能である物流機能の更なる強化の視点、さらに新たな都市的機能への段階的な機能転換の

視点と、２つの視点からの取組が求められています。 

  そこで、これらの状況を踏まえ、以下のとおり事業を推進してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■既存ふ頭の再編整備  
 
本牧ふ頭、大黒ふ頭のコンテナターミナルの再整備を進めます。また、山下ふ頭再整備・新山下地区再

開発の検討を行います。 

 

第 4 章 今後４か年で推進する取組（中期４か年計画による取組） 

■エキサイトよこはま２２の推進 
 
民間開発の適切な誘導を図るとともに、開発に合わせた基盤整備として、横浜駅中央通路と西口地下

街との円滑な接続や鶴屋橋の架け替えを行うなど「エキサイトよこはま 22」(横浜駅周辺大改造計画)を進め

ます。また、隣接する地区（ポートサイド地区、岡野西平沼地区等）のまちづくりと連携を図ります。 

 

（所管局：港湾局） 

（所管局：都市整備局） 

想定事業量：民間開発事業の事業化数 3 件(4 か年) 
【直近の現状値】21 年度：－ 

想定事業量：D 突堤地区一部供用 
【直近の現状値】21 年度末：事業中 
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4-2．事業の戦略的方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交流 

生活 

環境

持続可能な社会を実現するための 

インフラの戦略 

①環境：呼吸する都市 

 環境にやさしい循環が生まれる 

②交通：移動する都市 

 シームレスな移動ができる 

都市に新たな活力を生み出す 

３つの戦略 

③交流：交流する都市 

 人材と知恵、文化が生まれる 

④産業：イノベーション都市 

 常に新しい都市活動が生まれる 

⑤生活：生活する都市 

 多様なライフスタイルが生まれる 

産業 

交通 

■関内・関外地区活性化の推進及び新市庁舎整備の検討 
 
「関内・関外地区活性化推進計画」を基に、具体的取組を整理したアクションプランを策定するとともに、

関内駅北口周辺などの結節点の強化、地区内の回遊性強化、業務機能の再生など、優先的な取組を推

進し、計画を着実に実行します。 

新市庁舎整備については、まちづくりや財政負担等の観点も踏まえて検討を進めます。 

 

 

■大学・地域・行政の連携によるまちづくり 
 

大学と地域との連携をコーディネートするほか、地域と行政との連携の際に大学に専門的な見地からの

意見を求めるなど、大学の知的資源や人材を活かして、より質の高いまちづくり活動を進めていきます。 

 

（所管局：都市整備局） 

想定事業量：まちづくり活動 12 件 
【直近の現状値】21 年度末：3 件 

■南本牧ふ頭の再編整備  
 
国際海上輸送網の拠点となる世界 大級の水心 20m 岸壁を有する高規格コンテナターミナルを整備し

ます。 

 

（所管局：港湾局） 

想定事業量：MC-3 供用 
【直近の現状値】21 年度末：事業中 

（所管局：都市整備局､総務局） 

想定事業量：関内駅北口周辺の結節点の強化等実施中 新市庁舎整備基本計画の策定 
【直近の現状値】21 年度末：－ 
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4-2-1．環境 

 持続可能な社会を実現し、多様な活動を支えるインフラを整備する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■都市デザインによる魅力あふれる都市空間の形成 
 

歴史的建造物の保全活用や屋外広告物を含む景観制度を推進、街の顔である主要駅や施設を中心とし

た公共空間や広告物、民間の建物の総合的誘導による質の高い魅力的な都市景観の形成により、市民が

誇れる個性と魅力あふれる都市空間の形成を図ります。 

■市民協働によるきれいな海づくり 
 

横浜港の浅瀬などを活用し、海域生物による水質浄化の活動を市民協働により展開します。 

想定事業量：推進中  
【直近の現状値】21 年度末：推進中 

想定事業量：5 か所実施  
【直近の現状値】21 年度末：－ 

（所管局：環境創造局） 

（所管局：都市整備局） 

■魅力ある水辺空間の活性化に向けた取組 
 

市民が水辺空間を利用し、水に親しみ楽しめる環境を整えるため、プレジャーボートや水上タクシーに関

する実験的な取組を行います。あわせて水辺空間の活性化策について検討を進めるとともに、海や川へ

の放流水質の向上を図り、魅力ある水辺を創出します。 

■低炭素都市づくり 
  
 

日本型スマートグリッドを構築する「横浜スマートシティプロジェクト」や、臨海部をモデルに省エネや再

生可能エネルギーの利活用など環境関連産業の振興、環境啓発拠点の形成による「横浜グリーンバレー」

などを推進します。また、市街地再開発などを契機とした低炭素技術の導入を推進するとともに、新技術を

導入してまちづくりを進めるための制度的支援などを検討します。 

想定事業量：社会実験等の実施 1 か所 
【直近の現状値】21 年度末：－ 

（所管局：港湾局、環境創造局） 

（所管局：温暖化対策統括本部、環境創造局､ 

経済局､建築局､都市整備局､道路局） 

想定事業量：横浜グリーンバレーにおける電力・熱のエリアエネルギーマネジメントの推進 
【直近の現状値】21 年度末：計画策定 

■下水道事業や事業所への規制指導を通じた横浜港の水質改善 
 
民間事業所への規制指導や、東京湾流域の水再生センターの高度処理化・合流式下水道の改善 

によって放流水質を向上します。 

想定事業量：高度処理の完了箇所数 7 センター（29 か所） 
【直近の現状値】21 年度末：6 センター（21 か所） 

（所管局：環境創造局） 
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4-2-2．交通 
水上交通と公共交通を中心としたシームレスな移動を実現する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

※モビリティマネジメント：「過度に自動車に頼る状態」から「公共交通や徒歩などを含めた多様な交通手段を適度に 

利用する状態」へと少しずつ変えていく一連の取組です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域の公共交通維持・活性化 
 

①生活交通バス路線維持支援事業により、交通不便地域の発生を回避し、②地域の主体的な取組を地

域交通サポート事業により支援するとともに、③市民や事業者と連携して公共交通の利用を促進するモビ

リティマネジメント※を推進します。 

■横浜環状道路の整備 
 

横浜環状北線・北西線・南線、並びにその関連街路を整備し、人、物、まちをつなぐ、環状道路ネットワー

クを構築します。 

■羽田空港へのアクセス強化 
 

京急蒲田駅の鉄道駅総合改善事業、空港リムジンバス等の深夜早朝対応など、本市都心部と羽田空港

のアクセス時間短縮及び強化を図るため、国や事業者との調整を含め、ハードとソフト両面の取組を公民

で連携しながら進めていきます。 

（所管局：道路局、都市整備局【区】） 

想定事業量：①事業中 ②18 地区（累計） ③11 地区 

【直近の現状値】21 年度末：①事業中、②12 地区、③3 地区 

■臨港道路の整備 
 

ターミナル機能を十分に発揮させるため、広域幹線道路ネットワークを形成する首都高速湾岸線と高架

で接続する南本牧ふ頭連絡臨港道路の整備を進めます。 

（所管局：港湾局） 

想定事業量：南本牧ふ頭連絡臨港道路 事業中 

【直近の現状値】21 年度末：事業中 

（所管局：道路局） 

想定事業量：事業中 

【直近の現状値】21 年度末：事業中 

（所管局：道路局、政策局、都市整備局） 

想定事業量：蒲田駅の鉄道駅総合改善事業完了 

【直近の現状値】21 年度末：事業中 

■鉄道駅の利便性向上 
 
横浜駅をはじめ、地域の拠点となる駅とその周辺において歩行者空間やエレベーター等を整備し、駅ま

でのアクセス、乗り継ぎや乗り換えなどの利便性向上に取り組みます。 

（所管局：都市整備局、健康福祉局） 

想定事業量：完了７駅、事業中１駅、事業化検討６駅 

【直近の現状値】21 年度末：事業中３駅、事業化検討６駅 
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■都心部の自転車利用環境整備 
 
都心部で手軽に自転車利用ができるコミュニティサイクルの民間主体での導入を進めます。また、自転車

も通行できる遊歩道として東横線跡地の活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-2-3．交流 
 都市文化を発信し、国際性豊かで多彩な人材交流の場を創る 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■エキサイトよこはま２２の推進 【再掲】 
 

民間開発の適切な誘導を図るとともに、開発に合わせた基盤整備として、横浜駅中央通路と西口地下街

との円滑な接続や鶴屋橋の架け替えを行うなど「エキサイトよこはま 22」(横浜駅周辺大改造計画)を進めま

す。また、隣接する地区（ポートサイド地区、岡野西平沼地区等）のまちづくりと連携を図ります。 

■大学の知的資源・研究成果の地域社会への還元 
 
横浜市立大学と市内企業との共同・受託研究などの産学連携を推進するほか、市民向けの様々な生涯

学習講座の開催などを行います。 

■大学・地域・行政の連携によるまちづくり【再掲】 
 
大学と地域との連携をコーディネートするほか、地域と行政との連携の際に大学に専門的な見地からの

意見を求めるなど、大学の知的資源や人材を活かして、より質の高いまちづくり活動を進めていきます。 

（所管局：都市整備局） 

想定事業量：民間開発事業の事業化数 3 件(4 か年) 
【直近の現状値】21 年度末：－ 

■魅力ある水辺空間の活性化に向けた取組 【再掲】 
 

市民が水辺空間を利用し、水に親しみ楽しめる環境を整えるため、プレジャーボートや水上タクシーに関

する実験的な取組を行います。あわせて、水辺空間の活性化策について検討を進めるとともに、海や川へ

の放流水質の向上を図り、魅力ある水辺を創出します。 

想定事業量：社会実験等の実施 1 か所  
【直近の現状値】21 年度：－ 

（所管局：港湾局、環境創造局） 

（所管局：政策局） 

想定事業量：市大と市内企業との共同・受託研究数 15 件/年など 
【直近の現状値】21 年度末：15 件/年 

（所管局：都市整備局） 

）

想定事業量：まちづくり活動 12 件 
【直近の現状値】21 年度末：3 件 

（所管局：都市整備局） 

想定事業量：①コミュニティサイクル導入、②東横線跡地整備 事業中 
【直近の現状値】21 年度末：①検討中、②事業中 
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■大学と行政との連携の推進 
 
市内大学と行政との交流を促進し、大学と行政との連携による事業の具体化に向けた調整を行います。

また、市内大学をＰＲするとともに、大学運営の基盤となる学生確保に向けた取組を支援します。 

■国際機関等との連携・協力・支援 
 
市内の国際機関と連携し、環境問題等の地球規模の課題解決に取り組みます。また、さまざまな都市問

題の解決に向けて活動するシティネット会員都市を支援します。 

■横浜芸術アクション事業（仮称） 
 
横浜美術館や横浜みなとみらいホール等の専門施設のポテンシャルを 大限発揮するため、特徴的な

企画を集中的に行なう芸術フェスティバルを開催します。 

■まちにひろがるトリエンナーレ 
 
3 年ごとにわが国を代表する現代美術の国際展を開催し、市民や地域と協働して街全体で盛り上がりを

創出するとともに、創造都市横浜の取組を国内外へアピールします。 

■賑わいの創出による都心部復権と郊外展開 
 
横浜の多様で魅力的な都市文化を、まち歩きや一体的な情報発信でつなぎ、市民・企業・商店街等と協

働でまちの賑わいを創出する事業を展開します。また、創造界隈拠点の充実や初黄・日ノ出町地区のまち

づくり、大学連携事業の強化、転用するための改修助成等による幅広い創造産業の支援、更には山下ふ

頭の一部での新たな実験的取組等により、「創造都市・横浜」形成に向けての活動を継承発展し、都心部

の復権を図ります。あわせて、郊外部においても NPO 等と協働しながら、地域の状況に応じて、学校跡地

や緑地等を含めた地域資源を活用した創造的活動を展開していきます。 

想定事業量：大学および行政からの相談 50 件/年 

【直近の現状値】21 年度末：32 件/年 

（所管局：政策局） 

想定事業量：国際機関との協働事業数 12 事業 

【直近の現状値】21 年度末：5 事業 

（所管局：文化観光局） 

想定事業量：開催  

【直近の現状値】21 年度末：－ 

（所管局：文化観光局） 

想定事業量：トリエンナーレ開催  

【直近の現状値】21 年度末：推進中 

（所管局：文化観光局、都市整備局） 

想定事業量：推進中  

【直近の現状値】21 年度末：推進中 

（所管局：政策局） 
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4-2-4．産業 
 研究・開発機関の立地を進め、国際的な産業発信拠点を創る 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＭＩＣＥ誘致・開催支援 
 
経済波及効果やシティセールス効果の高い中・大型の国際会議の誘致・開催支援をすすめるために、パ

シフィコ横浜をＭＩＣＥ拠点とし、機能強化を検討します。 

また、ＭＩＣＥ主催者の招聘やシティプロモーション、市内関連事業者・市民サポーターによる受入れ環境

の向上及びアフターコンベンションの充実に取り組みます。 

■企業立地促進条例による企業誘致及び今後の条例検討 
 
羽田空港の国際化を踏まえ、企業立地促進条例を活用して成長分野における本社・研究開発拠点やグ

ローバル企業のアジア拠点など企業誘致を戦略的に進めます。また、条例の成果を検証し、適用期間終

了後のあり方について、より戦略的な企業誘致ツールとなるよう検討します。 

■拠点形成と実証実験の推進＜見せるイノベーション＞ 
 
 

横浜サイエンスフロンティア（鶴見区末広）におけるバイオ医薬品開発の拠点形成を進めます。 

また、横浜スマートシティプロジェクトや医工連携プロジェクトなどで、市内中小企業が参画するコンソーシ

アムを形成し、環境・健康関連プロジェクト（実証実験）を推進し、市内企業のビジネスチャンスの拡大や先

進的な取組を発信します。 

（所管局：経済局） 

想定事業量：現行条例の成果検証と新たな施策検討 
【直近の現状値】21 年度末：－ 

（所管局：経済局、温暖化対策統括本部） 

想定事業量：事業推進  
【直近の現状値】21 年度末：－ 

■既存ふ頭の再編整備 【再掲】 
 
本牧ふ頭、大黒ふ頭のコンテナターミナルの再整備を進めます。また、山下ふ頭再整備・新山下地区再

開発の検討を行います。 

 

（所管局：港湾局） 

想定事業量：D 突堤地区一部供用 
【直近の現状値】21 年度末：事業中 

（所管局：文化観光局） 

想定事業量：インフォメーションデスク等支援件数 １９件/年 
【直近の現状値】21 年度末：１５件/年 
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4-2-5．生活 
多世代・多文化の多様なライフスタイルを育む 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■関内・関外地区活性化の推進及び新市庁舎整備の検討 【再掲】 
 

「関内・関外地区活性化推進計画」を基に、具体的取組を整理したアクションプランを策定するとともに、

関内駅北口周辺などの結節点の強化、地区内の回遊性強化、業務機能の再生など、優先的な取組を推

進し、計画を着実に実行します。 

新市庁舎整備については、まちづくりや財政負担等の観点も踏まえて検討を進めます。 

■みなとみらい２１地区のまちづくりの推進 
 

 

積極的な企業誘致や緑化等の環境整備に取り組むとともに、創造都市横浜の推進施策や観光・MICE 施

策による賑わいづくり、横浜スマートシティプロジェクトによる環境施策等と連携し、働く方、住む方にとって

快適なまちづくりを推進します。 

■地域との協働による取組の推進 
 

 

地域が主体的・継続的に様々な課題解決に取り組むため、福祉保健活動、まちづくりや地域振興などの

分野の垣根を越えて、地域の団体間の連携促進、地域人材の確保など多様な支援を行います。 

（所管局：都市整備局、総務局）

想定事業量：関内駅北口周辺の結節点の強化等実施中 新市庁舎整備基本計画の策定 
【直近の現状値】21 年度末：－ 

（所管局：都市整備局､経済局、文化観光局 
港湾局、温暖化対策統括本部） 

想定事業量：街区利用面積 5％UP(4 か年) 
【直近の現状値】21 年度：77％ 

■魅力ある水辺空間の活性化に向けた取組 【再掲】 
 

市民が水辺空間を利用し、水に親しみ楽しめる環境を整えるため、プレジャーボートや水上タクシーに関

する実験的な取組を行います。あわせて、水辺空間の活性化策について検討を進めるとともに、海や川へ

の放流水質の向上を図り、魅力ある水辺を創出します。 

想定事業量：社会実験等の実施 1 か所  
【直近の現状値】21 年度：－ 

（所管局：港湾局、環境創造局） 

（所管局：健康福祉局､環境創造局、 

      都市整備局､道路局 等） 

想定事業量：①地域福祉保健計画(地区別計画)策定 251 地区 
②地域まちづくり推進条例に基づく登録・認定 169 団体 
③公園愛護会 2,430 団体 
④ハマロード・サポーター 300 団体 
⑤水辺愛護会 100 団体   
【直近の現状値】 21 年度末：①185 地区、②149 団体、③2,353 団体、 
                   ④256 団体、⑤89 団体 
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■地域ニーズに沿った施設のあり方検討プロジェクト （所管局：政策局､市民局、健康福祉局 等） 

 
 

局間の枠を超えて、地域のニーズを反映した地域施設を柔軟に整備・運用・運営できるよう、地域施設の

あり方を検討していきます。 

■市民主体の地域まちづくりの推進 
 

組織・プラン・ルールづくり等のまちづくり活動に対し、コーディネーター派遣や活動助成等の支援を行う

とともに、「ヨコハマ市民まち普請事業」を実施します。 

■生活に密着した課題への対応 
 

在住外国人の生活に密着した課題に対応するため、局・区・国際交流ラウンジが、適切な役割分担のもと

で、情報共有をより密にするなど連携を強化し、通訳ボランティアの派遣や多言語での窓口対応、地域参

加を促進する取組などを進めます。また、5 言語による多言語ホームページの構築など、必要な情報の多

言語化、一元化を推進します。 

（所管局：都市整備局） 

想定事業量：グループ登録・組織認定数 169  
【直近の現状値】21 年度末：149 

（所管局：政策局、市民局等） 

想定事業量：実施  
【直近の現状値】21 年度末:一部未実施 

■国際交流ラウンジの整備 
 

在住外国人に対して情報提供や相談などの支援を行う国際交流ラウンジを整備します。 

（所管局：政策局） 

想定事業量：3 か所整備(4 か年)  
【直近の現状値】21 年度末：8 か所 

想定事業量：検討・実施  
【直近の現状値】21 年度末: － 
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横浜市では、中長期的な戦略を実現させるための法定計画や、インナーハーバー地区内にお

ける施策別の取組があり、都心臨海部・インナーハーバー整備構想の実現を推進させていくため

には、５０年後の将来像を見据えながら、こうした計画に取り組むことが必要となります。 

本章では、都心臨海部・インナーハーバー整備構想の実現を目指す上で推進する法定計画

や取組について、現在進められている策定作業などの進捗を紹介します。 

 

5-1．法定計画 

（１）横浜市都市計画マスタープランの改定 
 都市計画マスタープランは、都市計画法第 18 条の２に基づく、市町村の都市計画に関する基本

的な方針です。 

 「横浜市都市計画マスタープラン」は、市域全体のプランである「全市プラン」、地域別のプランで

ある「区プラン」及び「地区プラン」の３段階で構成されています。「横浜市基本構想」及び「都市計

画区域の整備、開発及び保全の方針」に即するとともに、水・緑や環境、住宅などの分野別の基本

方針とも整合を図りながら、平成 11 年度に「全市プラン」を策定した後、平成 17 年度までに全ての

区において「区プラン」を策定しました。地区プランは、必要に応じて 5 地区において策定しています。 

 現行の都市計画マスタープラン全市プランは策定後 10 年が経過ており、この間に、社会状況が

変化するとともに、新たな横浜市基本構想や、これに基づく様々な個別計画が策定・改定されるな

ど、都市計画マスタープランを取り巻く環境が大きく変化しました。また、平成 22 年３月に、都市計

画区域の整備、開発及び保全の方針が県決定されたことから、現在、都市計画マスタープラン改定

に向けた検討を行っています。 

 改定に向けた視点としては、次のとおりとしています。 

① 人口規模や少子高齢化に対応した、「集約型都市構造」と、人にやさしい「鉄道駅を中心とした 

  コンパクトな市街地」の形成 

② 地球温暖化等の緩和に向けた、エネルギー効率のよい低炭素な都市づくり 

③ 東アジアなど国際社会における役割を発揮するための基盤整備の推進 

 

（２）京浜港港湾計画の策定 
 東京港、川崎港との京浜三港連携を通じた国際競争力の強化に向け、横浜港はその強みと特性

を生かした東アジアのハブポートを目指します。 

 そのため、国の国際コンテナ戦略港湾の指定を受け、様々な取組を進めるとともに、物流機能を

中心として、エネルギー・生産機能・都市機能・環境機能・防災機能など多様な機能をあわせもつ

京浜港の実質一体化に向け、港湾計画の基本となる『京浜港の総合的な計画』を作成し、さらに平

成 23 年度以降、京浜港港湾計画の策定作業に着手します。 

第 5 章 法定計画等として推進する取組 



 24

5-2．施策別の取組 

（１）新たな横浜市環境管理計画の策定 
「横浜市環境管理計画」は、環境施策を総合的かつ計画的に推進するため、「横浜市環境の保

全及び創造に関する基本条例」に基づき策定する、環境の総合計画です（現行計画：平成８年９月

策定、平成 16 年３月改訂、計画期間 平成 22 年度）。 

環境を取り巻く様々な状況変化へ対応し、より多面的に環境行政を推進するため、現在、新たな

計画の策定作業を進めています。新たな計画では、環境分野の一層の充実・強化を図るとともに、

まちづくりや経済活動、市民活動なども施策体系に取り入れ、今後取り組むべき施策や目標などを

取りまとめます。 

 

（２）生物多様性横浜行動計画の策定 
「生物多様性横浜行動計画」は、横浜市における生物多様性の保全・再生・創造の取組を推進

するために、現状と課題を明らかにし、目指す姿を掲げ、そのための基本的な方向性や市民・企

業・行政の取組を示す計画です（平成 23 年 4 月策定予定）。生物多様性への理解促進、生物多様

性に配慮した環境行動への推進のほか、樹林地や農地の保全、水辺の再生、きれいな海づくり、

都心部での生物多様性の創造等の取組を計画に位置づけ、多岐にわたる施策を総合的に進めて

いくものです。 

 

（３）横浜スマートシティプロジェクト（YSCP） 
横浜スマートシティプロジェクト（YSCP）は、持続可能な低炭素都市を目指したプロジェクトの一つ

です。スマートグリッド関連技術や情報通信技術等を活用しながら、次世代のエネルギー社会シス

テムを構築するものであり、エネルギー（電力、熱等）の需要供給をコントロール（ 適化）し、ＣＯ２

削減の 大化等を目指すものです。 

また、YSCP は、経済産業省の「次世代エネルギー･社会システム実証※」に選定された取組であ

り、横浜市及び民間企業の共同で推進している取組です。このような取組を通じて地域経済の活性

化も目指しています。 

 

※次世代エネルギー･社会システム実証：国の新成長戦略「グリーン･イノベーションによる環境･エ

ネルギー大国戦略」に位置づけられた取組であり、日本版スマートグリッドの構築と海外展開を実現

するための取組となっています。 
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（４）瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックの返還に向けた取組 
 横浜市では市民共通の念願、市政の重要課題として、市内米軍施設及び区域の早期全面返還

に向けて市民、市会、行政が一体となって取組んでいます。 

 市会及び市長から、瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドックをはじめとする市内米軍施設の早期全面返還

について、国及び米軍に対して様々な機会を通じ要請を行っています。 

【要請内容】（関係部分を抜粋） 

 （１）市会要請  

 「基地問題に関する要望」 

    ○市内米軍施設・区域の早期返還 

・瑞穂ふ頭（横浜ノース・ドック）、鶴見貯油施設、池子住宅地区及び海軍補助施設の        

横浜市域、小柴水域とともに、横浜市内米軍施設及び区域の早期全面返還を促進すること。 

   

 （２）市長要請 

   「市内米軍施設の返還と跡地利用の推進等」 

    ○市内米軍施設・区域の早期全面返還を促進すること。 

     ・瑞穂ふ頭をはじめとした合意施設以外の施設・区域の返還促進 

 

（５）国への総合特区制度提案 
 政府は規制の特例措置や、税制･財政･金融上の支援措置等をパッケージ化して実施する｢総合

特区制度｣の創設を予定しています。横浜市ではインナーハーバー地区を中心に、海外からの投

資を戦略的かつ重点的に呼び込む｢アジア拠点化｣に向けて、『アジア・グローバルシティ』を提案し

ています。 

 

◆アジア･グローバルシティとは 

（１）目標 

 羽田空港の国際化を契機とした、グローバル企業のアジア本社や研究開発拠点の集積促進・拠

点強化と、国際都市にふさわしい環境整備の促進 

 

 

（２）横浜都心臨海部の｢強み｣ 

  

 日本国開港の地であるという歴史的背

景やリング状のウォーターフロント空間

を抱える立地的優位性などを生かし、

外国文化を１５０年にわたって受け入れ

発展してきた「国際都市」横浜として、８

つの強みを築いています。 
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① 国際化した羽田空港への近接性 

② 首都圏有数のターミナル駅である横浜駅と、国際客船も多く寄港する横浜港を抱え、首

都高速道路湾岸線をはじめとする高速道路も充実し、国内外の重要拠点との陸・海から

の高いアクセス性 

③ MM２１地区や北仲において、既に計画的・環境に配慮して整備された都市基盤 

④ グローバル企業の本社機能・研究開発拠点が数多く立地 

⑤ 開港以来築いてきた歴史的景観と文化芸術創造都市としての取組と港・海・川といった

水辺景観が融合した街の魅力 

⑥ 都市としてのブランド力の高さ・暮らしやすさ(治安の良さ等）に対する国内外からの高評

価 

⑦ コンパクトなエリア内で産業・人材・インフラが高度に集積・連携し、職・住・遊の近接が

可能なポテンシャルの高い土地利用 

⑧ 国際性の高さ 

 ・ 日本 大規模の大規模コンベンション機能 

 ・ シティネットの会長都市としての実績（1987 年～） 

 ・ 充実したインターナショナル・スクールの存在（中華学院等） 

 ・ 国内 大の中華街の存在 

 ・ 大桟橋ターミナルをはじめとする、世界的豪華客船の寄港 

 

（３）強みを生かした今後の取組と、必要な規制緩和・支援措置 

 今後の取組 必要な規制緩和・支援措置 

① グローバル企業の「受け皿」

となる業務ビル等の開発促

進（都市再生の推進） 

 

・民間資金を活用した基盤整備推進のための仕組みの

創設（ＴＩＦ、ＢＩＤ等）  等 

② アジア本社機能をはじめと

するグローバル企業の誘致

推進 

・外資系企業の新規立地・企業活動等に関する規制緩

和（不動産取得、就労等） 

・グローバル企業の経営支援（税制支援、財政支援）

等 

③ 高規格住宅等の開発促進を

はじめとする外国人の生活

環境の整備 

・外国人による物件取得・海外からの資産購入にかかる

規制緩和（不動産登記法、出入国管理法等） 

・外国人医師・看護師の採用にかかる規制緩和（医師

法、出入国管理法等）  等 

 

④ 世界から選ばれる都市とな

るための、都市の魅力向上 

・公共空間（道路・公園）の利用規制の特例措置（案内

所、休憩所設置、駅前広場空間への保育所設置等） 

・国有地（遊休地）の柔軟な有効活用、随意契約による

払い下げ 

・総合保税地域の指定及び保税展示場等の要件緩和 

・ＭＩＣＥ施設の整備等への資金支援 
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 提言書を踏まえて、先行的に向こう 4 年間で取り組んでいく事業を第４章でとりまとめましたが、具

体の将来像を示していくために、さらに検討を深めていきます。提言書では、住環境、エネルギーイ

ンフラ、文化交流、産業活動など様々な視点から総合的に検討したものがとりまとめられていました

が、魅力ある国際的な都市の形成を目指し、先ずは、テーマを絞って検討を進めていきます。検討

の結果として、50 年後を見据えながら、魅力ある都心臨海部の長期的な将来の姿を示す構想の策

定を目指します。本章では、策定のための今後の取り組みの方向性や具体的な検討テーマなどを

記します。 

 また、検討の期間は、横浜市中期４か年計画の取組期間である平成 25 年度までの 3 年間としま

す。 

  

 

6-1．取組の方向性 
 中期 4 か年計画の中に示された「横浜版成長戦略」の視点として、国際貿易港としての横浜港や、

質の高い都市デザインなど、国際港都として本市が持つ強みを活用していくことが記されています。

そこで、横浜港を含むインナーハーバー地区そのものが本市の強みであり、この地区の魅力をさら

に高めて美しい横浜港を形成していくことで、本市の成長を促し、構想の実現に向けた取組を進め

る手がかりとしていきます。 
 美しい横浜港の形成を推進するためには、景観形成をはじめ、魅力的な土地利用や市民に親し

まれる水辺の空間づくりなど多岐にわたる取組が必要です。そこで、下記のテーマで検討を進める

こととし、魅力向上に方向性を限定した「都心臨海部・魅力向上構想（仮称）」の策定を目指します。 

 

 【 テーマ 】 

◎ 港の景観   

◎ ふ頭の魅力づくり   

○ 魅力ある水辺空間 ⇒ 都心臨海部・魅力向上構想（仮称） 

○ 港のオープンスペース   

   

 

 

6-2．推進体制 
 個別の事業推進については都市整備局、港湾局が主体となって行い、検討事項に応じて政策

局、文化観光局、環境創造局などを加えて検討を進めます。 また、市民の皆様から幅広く意見を

伺うとともに、企業ニーズや経済動向を検証しながら進めます。 

第 6 章 今後の展開 
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6-3．具体的な検討テーマ 

（１）港の景観計画（美港形成計画 ※） 

 余暇活動を過ごす市民や来街観光客が、安らぎを感じることが出来る空間づくりを達成するととも

に、世界に誇れる美しい港の景観を形成していきます。 

 

 【計画策定イメージ】 

・ 港湾機能、商業・業務機能、観光・交流機能など、それぞれの機能における美しさの要素を

抽出。 

・ 水質改善や水辺の緑地配置、水辺の活動など、美しい港と評価されるための指針を形成。 

・ 海上（船上）や、今後市民利用されうる海辺に新たな視点場を設定し、見せるべき景観を選

定。 

・ 瑞穂ふ頭、山内ふ頭、山下ふ頭を重点地区として、利用形態の長期的変化をにらんだ景観

検討。 

・ 陸域の景観形成を進めるための、高さや色彩の規制方針の作成。 

  

※ 既存の「景観計画」(都市整備局所管)、「みなと色彩計画」(港湾局所管)との整合を行う。 

 

 

港における様々な景観要素 （左上）工場を背景に回る風車と水上交通 

（右上）客船を出迎える横浜ベイブリッジ 

（左下）練習帆船･海王丸による乗船訓練 

（右上）みなとみらい地区の夜景 
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《海から陸域への眺望》 

 

 ●海から見た際に魅力的な景観を創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《陸域から海への眺望》 

  

 ●多くの地点で 

  海への眺望を確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海から陸域の眺望 

海への眺望を阻害しない建物配置の工夫例 

（上）港の見える丘公園からの眺望（現況） 
（下）海面を見通すための眺望シミュレーション 

山手の丘陵や富士山を借景にした 4 層構造のイメージ 

海からの眺望（現況） 
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（２）既存ふ頭の魅力向上計画 

  既存ふ頭の魅力向上に向けた取組を進めます。 

  特に、山下ふ頭について、物流機能の強化、都心臨海部のまちづくり、創造都市・横浜の形成

などの様々な視点から、土地利用のあり方について、水面を挟み隣接する新山下地区と一体的

に検討し、ふ頭を活性化させる長期的な土地利用方針の形成を目指します。 

   山内ふ頭については、市場の再整備動向も見つつ、土地利用のあり方について、検討に着手

します。 

   また、瑞穂ふ頭については、ふ頭の返還の時期を注視しつつ、土地利用のあり方について、

検討に着手します。 

 

 【計画策定イメージ】 

・ 横浜港全体の港湾機能の展開の方向性や本市における都心機能のあり方などを踏まえた

既存の土地利用における課題を抽出。 

・ 既存の土地利用に附加すべき港湾機能や新たな都市的な機能に関するニーズを把握。 

・ 課題解決・ニーズ反映の視点に加え、事業手法等も検証し、土地利用の方向性とりまとめ。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在のふ頭の様子（山下ふ頭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     現在のふ頭の様子（瑞穂ふ頭、山内ふ頭） 
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（３）魅力ある水辺空間の活性化計画 

 市民が水に親しみ楽しめる、また水辺が市民の足として活用されるような環境を整えるとともに、

賑わいの創出につながるような水辺空間の活性化策について実験的な取組を行いつつ、実用化

を見据えた検討を進めます。 

 また、水域を日常的に利用する業務船とレクリエーションで利用するシーカヤックやプレジャー

ボートなどが、ともに安全かつ快適に利用できるように、海事関係者や行政機関、また、市民の要

望を踏まえ、ルール作りを進めます。 

 

 【計画策定イメージ】 

・ プレジャーボートを対象としたビジターバースさらには水上交通に関する社会実験や、シー

カヤック等による水域利用活動の支援などにより、ニーズの把握や実施に伴う課題を抽出。 

・ 課題の解決を目的とした実施レベルでの社会実験や実用化に向けた検討。 

・ 社会実験の結果の検証や実用化に向けた検討を進め、水辺空間の活性化の方向性をとり

まとめ。 

 
平成 22 年実施のビジターバース社会実験の様子 
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（４）港のオープンスペース形成計画 

 「緑の軸線構想」によって関内・関外の市街地から海へと繋がった緑地を、さらに海辺に連続的

につなげていき、市民に親しまれる一つなぎのオープンスペース形成を目指します。 

  

【計画策定イメージ】 

・ 新たな緑の軸線を設定。 

・ 市民に閉ざされた海辺空間を開放し、緑を配置させる、土地利用誘導指針の作成。 

・ 親水型護岸の整備方針、配置計画の作成。 

・ 海辺の生物多様性を支える水質浄化対策の作成。 

 海辺でつながる緑の配置イメージ
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●市民に閉ざされた海辺空間 ●敷地の一部を市民に開放 

●オープンでにぎわいのある、水が感じられる 

  海辺空間の創造 

海辺の緑化イメージ 

（「横浜港の環境再生に関する懇談会」資料より引用）

●擁壁等で固められた海辺の背景となる斜面地 ●海辺の背景となる斜面緑地を保全 

●海から見える緑による潤いのある海辺の 

 景観の創造 

親水型護岸の再生・整備イメージ 

 

●その１『進出型』 ●その２『後退型』 

●その３『建築空間化』及び『水質浄化槽』 


